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参考資料1　現状分析のためのツール・思考法

分析ツール

CDチェックリスト
（表A1-1 参照）

課題の問題を引き起こしている要因を CD の包括的視点から明らか
にしていく手法。「制度政策、組織、個人」と「中央政府、地方政府、
コミュニティ」に分けて分析の視点を設定し、マトリックス化など
を行なうことにより網羅的に課題を分析する。分野によっては流通
や処理の流れなど、一般的な業務の流れをチャート化し、問題を構
造的にチェックすることもできる。

問題分析系図
（図A1-2 参照）

原因を因果関係で検討する、プロジェクト形成のためによく使われ
る手法。分析を始める始点を複数組み合わせたり、系図自体を複数
作ったりすることで、セクターやサブセクターレベルをカバーする
開発課題の問題を広くとらえることができる。

関係者分析
（図A1-1 参照）

開発課題に関わる個人、組織、グループを洗い出し、それらの関係
を理解する。必要に応じ、関係者ごとに関係者分析の中の詳細分析
を行なうことで組織やグループの詳細が理解できる（プロジェクト
レベルと同じ）。詳細分析の項目を変えることで、組織分析ともなる。

ドナー分析
（表A1-4 参照）

ドナーがそれぞれどのような戦略を持って関連課題に対応している
のか、各ドナーとどのような協力が可能か等、ドナーの情報を分析
する。ドナーの状況から、援助の重複を避ける、あるいは、教訓を
学べるなど、貴重な情報源となる。

分析ツール ･戦略作り

SWOT分析
（表A1-3 参照）

多様な使い方が可能な手法である。上記の関係者分析の詳細分析と
して、組織の分析として利用できる。SWOT は分析の項目である次
のそれぞれ頭文字からつけられた名称である：Strength（組織の強
み）、Weakness（弱み）、Opportunity（発展の機会）、Threat（組織
への脅威）。

思考方法

システム思考 複雑系をシステムとしてとらえ問題解決の糸口を見つけ出す手法。
開発の分野での活用は始まったばかりである。途上国の課題を取り
巻く状況は、援助の介入に対しシステムとして反応すること（吸収
されることも反発されることもある）を理解し、問題への対応もシ
ステム原型と言われる基本構造に着目して対処するという考え方。
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1 - 1　CD チェックリスト、関係者分析による課題や問題の抽出例 

CD の視点と課題の特徴を組み合わせると課題の抱える問題やそれらの要因が見え
てきます。ごみ処理を例にとって、CD の視点を説明している『開発途上国廃棄物分
野のキャパシティ・ディベロップメント支援のために』（JICA 国際協力総合研修所
2004）では、CD の視点を活かした問題の要因をとらえる方法と、ごみ処理という特
定分野における問題の探り方が示されています。

この事例では、問題の要因をとらえるためにまずごみ処理の過程を貯留・排出、収
集・運搬、中間処理、最終処分の 4 つの過程に分け、次にそれぞれを社会面、制度面、
組織面など 6 つの過程に分けた上でマトリックスを作成し（表 A1 - 1）、廃棄物管理、
支援の内容を検討する上で着目すべき諸要因を示しています。このチェックリストに
沿って現状をレビューすることにより、ごみ処理のどの過程で、どのような関係者、
組織、制度に問題があるかを理解することができます。
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表A1 - 1　支援内容検討にあたってのキャパシティ・アセスメントのためのチェック項目リスト例
大項目 中項目 小項目 詳細内容例

人口 密度、分布、増加動向、移動傾向

面積 土地利用、土地所有形態、土地取引形態

自然条件 気温、雨量、乾季・雨季の有無、地質、地勢、水文

経済・主要産業 経済成長率、市場、工場・事業所等の存在

他ドナー等の活動 他ドナー・NGO等による当該分野の支援活動・支援計画

知識、技術 作業方法、作業の的確さ、廃棄物管理に関する知識

言語 使用言語、英語力、コミュニケーション能力

意識 就業態度、責任感

部局の構成 自治体及び清掃部局の組織図、部局ごとの配置担当者数

意思決定メカニズム
各職員のTOR、責任分担・所掌、リーダーシップ、責任感のレベル（定性的）、問題意識およ
び事業改善に向けた意識の共有度合（定性的）

調整能力
外部機関（市や国の上位機関、同等レベルの他セクター機関、ドナー）との調整能力等）（定
性的）

職種設定 管理職員、技術者（大卒）、事務系職員、技能工、作業員、臨時職員等

職員数 道路清掃、収集運搬、最終処分、管理部門のセクションごとの配置人数、異動の頻度、定着率

人材管理 各職層ごとの訓練内容、対象者、育成プログラム内容、人材評価システム、給与システム

財務管理
予算決定メカニズム、財政管理能力、計画能力、財務管理体制、経費・支出フローの把握状
況、予算確保状況

経費 支出額およびその内訳（費用区分別）、委託契約金額

収入
収入とその内訳（予算額・徴収料金額）、収集料金（料金設定、徴収方法、徴収額、徴収
率）、処分場持込料金（料金設定、徴収方法、徴収額、徴収率）

契約内容
事業規模（対象面積、裨益人口、取り扱いごみ量）、事業内容、契約金額、契約期間、支払条
件

モニタリング 契約内容履行のモニタリング状況・方法

収集機材
種類別の機材内訳、運行記録管理状況とその内容、使用年数、機材更新頻度、更新計画の有
無、スペアパーツ在庫管理の有無

収集・処理施設 ガレージ・ワークショップの整備・運用状況

埋立機材 使用機材内訳、使用年数、機材更新頻度、更新計画の有無、スペアパーツ在庫管理の有無

最終処分用地
現状の処分場の場所・面積・処分方法、使用可能年数、現状の処分場の設備（アクセス道路、
場内道路、敷地境界（堰堤やフェンス）、トラックスケール、浸出水・埋立ガス処理設備）、
将来整備計画・立地選定状況

貯留・排出
現行貯留・排出方法・ルール、発生抑制・分別排出、生活形態、気象条件、ごみ量、ごみ質に
対する配慮

収集
収集事業領域・対象人口、収集頻度・方法、収集ルート設定、トリップ数、収集計画見直し作
業、作業環境

運搬
給油方法、車両運行管理計画・方法、積み替え作業の有無、適正な収集・運搬業務の監督責任
所在・監督方法

中間処理・中間施設 中間処理施設の有無、取り扱いゴミ量、監督責任所在・監督方法

最終処分
処分場設計、処分方法の選択、覆土の状況・頻度、重機維持管理、モニタリング体制（ごみ
量、環境質）、ウェイストピッカー対策（人数、居住条件、周辺住民との関係）

機材メンテナンス 修理に要する手続、修理用パーツの管理方法、組織内外の修理技術レベル

各種統計情報
ごみ質、ごみ量、排出源毎の発生原単位、ウェイストフロー、これら項目の把握方法、統計作
成頻度、アクセスの容易さ

マニュアル・文献 各種類似調査情報、管理業務マニュアル、過去のマスタープラン等

国家廃棄物管理政策 国全体の廃棄物管理計画、目標値、実施主体

廃棄物管理に関する法
律、条例

廃棄物管理に係る基本法、廃棄物の定義、管理・処理責任主体および処理方法の規定、当該国
の状況に応じた適正レベルかどうか、規制の過不足・矛盾の有無

環境アセスメント制度 環境影響評価に関する法律･条令の有無、運用状況、対象事業、手続き

廃棄物管理計画 管理計画の有無、管理目標の有無

土地収用、補償手続 法令、土地収用手続き、補償手続き、住民合意の形成手法

環境影響に関わる基準 処理・処分施設施工基準、排水、大気等基準

有害廃棄物の規制、処理
基準

廃棄物の分類、有害廃棄物取扱い・処理規則

法執行メカニズム 罰則規定、強制力（不法投棄、環境基準違反等）、罰則適用事例

慣習 ごみに関する慣習、ごみ排出行動、生活様式、歴史的制度、規範

民族、階層
廃棄物に係る特定の社会階層の有無、清掃人・ウェイストピッカーの社会的地位と廃棄物管理
における役割、人々の収入レベル・格差

宗教の影響 特定カースト等の存在

ごみに対する意識
支払意思額、ごみ事業への理解レベル、コミュニティの有する廃棄物管理上の機能、ごみ排出
ルールの遵守、廃棄物管理に関する世論の動き、マスメディアの有する役割、発生抑制・再利
用･リサイクルの実践状況

環境教育
学校教育（実施機関、実施学校数、教材の有無）、社会教育（対象、方法、媒体、規模）、
キャンペーン活動の有無

インフォーマルセクター
インフォーマルセクターの関与・役割、取り扱うリサイクル品目、主要品目の取引価格、量、
リサイクル品毎のフロー、市場規模、リサイクル活動実施主体

社会組織 NGO、CBO、研究団体の数、活動内容、対象地域、規模

民間業者 廃棄物再生業者や処理業者の数・種類、取り扱い廃棄物種、取り扱い量

行政・企業・市民の連携
ステークホルダーの力関係、対立事例、協力事例、自主協定、廃棄物管理への住民参加実践例
の有無

住民の意見の政策・制
度・業務への反映

苦情申し立て窓口、苦情件数、対応方法

道路交通網 幹線道路、舗装・走行状況、収集利用道路、最終処分場へのアクセス

通信網・情報通信技術 通信手段および普及率、インターネット普及率

上下水道 普及率、敷設範囲、利用料金

基礎インフラ

組織レベルの
キャパシティ

実施機関の組
織構成・人的
資産

財政

民間委託

物的資産

知的資産

制度

制度・社会
レベルの
キャパシティ

関連アクターの
状況

パートナーシップ

前提条件

個人レベルの
キャパシティ

廃棄物管理、支
援内容を検討す
るうえで前提と
なる諸要因

正または負の社
会規範の存在・
その深度

市民の有する
キャパシティ

実施機関の個々
人の能力

出所：JICA 国際協力総合研修所（2004）pp.176-177
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また廃棄物処理など、業務が比較的定型化されている分野の場合、業務に関わる中
央政府、自治体の廃棄物を担当する部署、コミュニティなどの関係機関を階層に分け
た上で理想的な関係のあり方を図式化し、相互の関連を示すことにより、関係者間の
パートナーシップや枠組みの構築といったあるべき関係性を見出すことが可能となり
ます（図 A1 - 1）。

図A1 - 1　ステークホルダー間の相関関係図の例

出所：JICA 国際協力総合研修所（2004）p.44

ただし多くの場合、開発戦略で把握しようとする現状課題は、複数のセクターやサ
ブセクターレベルに関わるため、ひとつの分析図で包括的に状況を表現することは難
しく、いくつかの図表などを組み合わせる必要があります。対象となる分野や開発課
題により、どのように基本の流れをとらえ得るかを検討し、ケースに応じて工夫する
ことが必要となります。
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1 - 2　複雑な現状を表すための問題分析系図例 

問題系図はプロジェクト計画作りでも利用されていますが、複雑で広範囲な問題を
含む開発課題の分析においては活用が限られています。複雑な現状を踏まえ、この地
域開発の例では主要な基本問題を複数抽出し、それらを組み合わせて問題の要因や関
連を表そうとしています。

図A1 - 2　問題分析系図の例

資本蓄積の不足、広範
な貧困、疎外層の健康・
倫理問題

トレーダー/高利貸し
の米市場支配

不公平な土地
所有状況

非伝統作物栽培への動機付け
不足、マーケットの未確立

中小企業による資金調達
技術革新の困難

収穫後施設の
不十分

公式金融シス
テムの緊縮

教育カリキュ
ラムの不適切

外国資本、輸出
市場への依存

農業と工業との
連携不足

不十分な工業による雇用
及び所得創出

外国資本による投資の限定
された地元経済誘発効果

被災者の生計機会
の不足・不十分

高地コミュニティ居住
条件の・環境の悪化

沿岸及び海洋資源
・環境の劣化

非消費財工業の
国内市場未発達

台風と洪水による
被害頻発

工業及び生活廃棄物
・排水による公害

社会サービスと支援
インフラの不十分

火砕流災害
の継続

森林伐採
土壌侵食・劣化

価格の低迷

低い農業所得

米のモノカルチュア

低い農業生産性灌漑・排水施設
の不十分

農業用地の都市/
工業用転換

農業における化学
肥料等への依存

出所：橋本強司（2000）『地域開発プランニング―その考え方・手法・海外事例』古今書院　p.66
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1 - 3　ドナー分析例 

タンザニアの地方行政能力強化支援プログラムで行ったドナー分析では、以下のよ
うなマトリックスを活用して、ドナーの援助の方針、地方行政・分権に関する取り組
みと実績の項目について情報を収集し比較しました。（実際には 10 の援助機関に関し
て行われています。）

表A1 - 2　　ドナー分析マトリックスの例
国際機関 二国間援助機関

世界銀行 UNDP（UNCDF) DFID
国別支援方針 国別援助戦略（Country Assistance 

Strategy、2000 年）
第２次国別協力枠組み（2002-2006）

重点支援分野 国別援助戦略（Country Assistance 
Strategy、2000 年）の戦略的重点分野は、
①民間セクターとインフラ開発、②地方
開発、③社会開発による貧困者向け住民
サービスへのアクセス改善、④公的セク
ター改革、組織改革による行政サービス
とガバナンス改善。

①貧困削減に向けた開発マネジメントの
能力の強化、②貧困層のニーズに沿うよ
う行政サービスの質の改善、面の拡大、
③民主的で透明性が確保され、人間・コ
ミュニティ中心の開発の促進

重点目標は、
①貧困削減プロセスの強化、②持続可能
な経済成長の実現、平等が確保され貧困
層を排除しない成長、③効果的に施策を
実施し、説明責任を果たす政府の実現

支援額の約 70％が一般財政支援にあてら
れている。

地方分権に関
する取り組み

戦略で地方分権は、プロジェクト実施に
影響を与えかねない中期的課題とみなさ
れている。

地方分権分野
での支援実績

Local Government Reform
Programme

目的は行政サービスの質、アクセス、公
平性の改善を通じた貧困削減で、目的達
成のために大幅な権限移譲と地方自治体
の能力向上を実現することとした。2005
年には新たなコンポーネントとして「権
限移譲を伴う地方分権化」が加わった。
タンザニア政府、オランダ、英国、アイ
ルランド、スウェーデン、ノルウェー、
ドイツ、EUにより拠出されているコモン
バスケット資金に基づき賄われている。

Support to Decentralization
Programme (SDP) in Mwanza
Region

計画と財政、インフラ整備の地方分権化
モデルを試行した。主な内容は、地方開
発ファンド（Local Development Fund）
の開設と県道と支線に関するプログラム
（District and Feeder Roads Programme）
の実施。

Local Government Service
Commission Phase Ⅱ

目的：地方政府で資源活用の効率化を図
る。
主な活動：会計や財政管理のトレーニン
グを実施する。開発マネジメントに関す
る研究所を設立する。
期間：1995 ～ 1998

Local Government Support
Programme

地方政府改革プログラムを支援すること
を目的に世銀を中心としたプログラム。
目的は、①キャパシティビルディングプ
ログラムと開発贈与プログラム（Capital 
Grant Programme）を通じたインフラ投
資・キャパシティビルディングファンド、
②ダルエスサラームの貧困層を対象とし
た定住促進プログラム、ダルエスサラー
ムの歳入拡大、④プログラムの実施に向
けた地方自治庁と州事務局のキャパシ
ティビルディング。

Promoting Good Governance in
Local Government

地方自治庁のキャパシティビルディング
を支援。地方自治庁が地方行政改革プロ
グラム（LGRP）の運営を円滑に行えるよ
うになることが目的である。主な内容は
以下の通り。
・コモンバスケットへの投入を通じた
LGRP支援。
・ムワンザ州での地方開発ファンド（Local 
Development Fund）に関する活動を進め
る。
・ムワンザ州での教訓を活用し、UNCDF
と UNDPのプログラムの間の整合性を高
める。

Local Government Reform Support
Project

目的：地方政府の行政サービスの質、ア
クセスを改善する。住民への説明責任を
果たす。
主な活動：民間企業や市民社会との協力
を実現する。セクター省庁の協力を推進
する。
期間：1998 ～ 2001
支援ドナー：オランダ、デンマーク、
アイルランド、フィンランド、EC、
NORAD、世銀、UNDP"

Capacity 21 - Tanzania Capacity
Building for Sustainable
Development and Planning
“TANZAKESHO”

中央、地方において参加型計画策定を実
施することによって、持続可能な開発に
必要なキャパシティを開発することを目
的としている。ムボジ（Mbozi） とセンゲ
レマ（Sengerema）県で実施されている。

地方政府改革
プログラムの
資金拠出

○
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1 - 4　SWOT 分析（クロス SWOT）例 

SWOT 分析はさまざまな場面で活用することができますが、ここでは既に事業
戦略（協力プログラム）の素案が出来ている中で、在外事務所を中心に行われた
SWOT 分析の例を紹介します。ある開発分野に取り組む際に事業を取り巻く環境を
分析し、「強み」、「弱み」、「脅威」あるいは「機会」の視点から戦略を左右する主要
因を抽出した上で、4 つの戦略の方向性を見出しています。このマトリックスは、通常、
複数の関係者が協議しながら作り上げるもので、JICA 事業がおかれた環境を要因分
析し、事業戦略を練る際に役立つ分析及び、戦略作りの手法のひとつといえます。

なお通常、内部要因 ･ 弱みと外部要因 ･ 脅威がクロスした枠は、専守防衛 ･ 撤退戦
略という方向性で戦略が練られますが、外部要因としての他ドナーとの関係は常に対
立的である必要はないため ｢協調戦略｣ もオプションとして加えられています。

　表A1 - 3　SWOT分析マトリックスの例（農業セクター開発支援プログラム）
外　部　要　因

【機会（Opportunity）】
・ 大規模灌漑開発への与党の政権公約
・ 地方政府に流れる巨額のバスケット資
金

・ セクター開調による ASDP プロセス
支援に対する政府・ドナーの高い評価

・ プロジェクトに対する農業省の姿勢の
柔軟化

・ 急速な議論の進展からアドホックに生
じる技術支援ニーズ

【脅威（Threat）】
・根源的な政府のドナー不信
・ 依然として残るプロジェクトへの批
判的バスケットへの収斂志向（⇔政
府の姿勢の曖昧さ）

・「日本人タイド」への反感
・ 政府の ASDP 実施能力、関係者調整
能力の低さ

・ 急速な議論の進展からアドホックに
生じる技術支援ニーズ

内
　
部
　
要
　
因

【強み（Strength）】
・ バスケットドナーであること
による交渉力

・ 灌漑、稲作技術の絶対優位
・ 現場を持っている、知ってい
る

・ 農民への直接的裨益（灌漑稲
作）

・ 地方行政への直接的能力向上
支援

・セクター開調の柔軟性

（積極的攻勢戦略）
・ 「補完性」に関する主張、対話の継続（ハ
イレベルでの議論を含む）

・ 農民への直接裨益、地方行政能力の向
上を明確にした灌漑・稲作分野協力の
継続的実施

・ 個別案件の、政府・ドナー対話メカ
ニズムに対する現場情報のフィード
バック能力の強化

（差別化戦略）
・ 政府・ドナー対話メカニズムにおけ
る、日本の灌漑・稲作分野の技術的
優位性の継続的アピール

・ セクター開調、技プロ「ASDP-M&E
能力向上」（仮）による、ASDP 実
施プロセスへの一層の貢献を通じた
「補完性」への理解形成促進
・ 急なニーズへのセクター開調での部
分的対応

【弱み（Weakness）】
・ バスケットドナーの中で、唯
一のプロジェクト継続・推進
派として孤立

・ 個別案件の自立発展性の不安
・ ASDP 制度（活動費、調達、
報告、評価等）へのアライン
メントに対する制約（日本側
の慎重姿勢）

・ 案件採択に要する時間の長さ

（段階的実施）
・ バスケット資金をプロジェクト活動に
活用する仕組みづくりを通じた自立
発展性確保（「補完性」の実践）

・ 個別案件での一部アラインメントの試
行的実施（報告、評価制度等から開始
→技プロ活動費へのバスケット投入
検討、TAプール制度への対応）

・ 要望調査制度の柔軟化（プログラム採
択、案件採択年 2回実施等）の導入

（専守防衛／協調戦略）
・ 他ドナーとの共同による個別案件の
形成、実施、評価・モニタリング

・ 政府関係者、好意的ドナーの積極的
懐柔

・ 批判的ドナーへの根回徹底、ドナー
本部への影響力行使

・ 技プロ専門家人材への第 3 国人の登
用

・ 柔軟な追加採択への日本側理解の形
成
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1 - 5　広い視野で問題の構造をとらえるための思考法～「システム思考」1 と戦略作り～ 

システム思考とは、問題を部分に分けて対応策を考えるのではなく、問題の推移の
パターンや全体のシステムの働きを捉え、より大きな全体の動きを見据えることで対
応策のポイント（レバレッジ）を見出すための思考方法です。具体的には、問題を構
成している個々の要素をループ図にして捉え、要素の働きの増加、現象がどのように
働き、要素間の関係のループがどのように拡張したり、バランス（並行）をとろうと
するのか、また動きの結果の遅れがどこにどのように影響するのかを捉えるものです。

分析的思考が問題のスナップショットを基に「静態的」に考えるのに対して、シス
テム思考は問題を変化するものとして「動態的」にとらえ、要素の動きの相互関係に
焦点を当てて物事をとらえます。その複雑な変化の過程をループ図や時系列図といっ
たシンプルなツールで明らかにし、その中から問題の原因を探求します。

協力プログラムの協力シナリオを策定する上でも、この思考法は、以下の視点から
われわれが「陥りがちな思考上のわな」を避けるためのヒントを与えています。

1.　 現在の対応が目前の差し迫った問題への一時的な対応となり、全体的視野を
見失っていないか？

2.　 改善や問題解決が良い結果を導き出しても、それが短期的にすぎず、長期的
にはむしろ逆効果にならないか？

3.　 解決のアプローチが直線的で、かつ一度に大きな問題を片付けようとしてい
ないか？

4.　 測定可能な（量的な）データに偏って判断され、測定しにくい（質的な）デー
タの重要性が軽視（調べられていない、調べても取り上げられない）されて
いないか？

システム思考は「問題 = 出来事、事実｣ の背景には何らかの ｢パターン｣ があり、
その深層には「構造」やわれわれの ｢メンタルモデル｣ があると考えています。解決
しようとして打った施策が、別の問題を引き起こしていくといったことは、こうした
システムの構造と動きを理解しないために起こっている問題であり、問題を静的にと
らえているが故の問題であると考えられます。こうしてみると、まさに戦略的な事業
作りとは、問題をシステムとしてとらえる対応が求められている作業だといえます。

1　 システム思考については、JICA 専門家養成研修などでも実施しているほか、概要紹介については、
Change Agent の HP（http://change-agent.jp/）も参考となります。
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プログラム名
1． バングラデシュ国基礎
　　教育内容向上プログラム

2． タンザニア国地方行政能力強化
　　支援プログラム

3． ガーナ国健康の輪プロ
グラム - UW住民の健
康改善プログラム -

4． インドネシア国南スラウェシ州地域開発
　　プログラム

開発課題 基礎教育の質の向上（教員訓
練、理数科教育教授法の向上）

地方行政能力強化支援 貧困地域における基礎生
活環境改善

地域開発

プログラム目
標

マイメイシン県を中心とした
小学校理数科教育の改善モデ
ルの確立

地方自治体に対し中央政府から委譲さ
れた責務を果たすことができる制度構
築と組織能力強化

アッパーウエスト州の住
民の健康状態が改善する

南スラウェシ州における開発を通じた貧困削減の促進

プログラムコ
ンポーネント
（プロジェク
ト／その他の
事業）

1． 国家初等教育アカデミー
等、関係機関と対象モデ
ル学校のネットワークの
構築（技プロ）。

2． 教員養成校用カリキュラ
ムと教科書の策定、及び
評価手法の確立（技プロ）。

3． 実用的な教材及び教員用
の指導書の開発（技プロ）。

4． 上記の結果及び必要な教
育行政への助言（個別専
門家、マルチバイ無償）

＊ 小学校での実際の活用に関
しては協力隊が支援する
（JOCV）

1．地方自治庁の能力強化
（1） 地方行政改革アドバイザー（個別

派遣）
（2）地方行政研修（国別研修）
2．分権化にかかる意識変革
（1） 地方行政改革アドバイザー（個別

派遣）
（2） 地方行政研修とフォローアップ（国

別研修、フォローアップ、地域別
研修）

3．地方自治体における人材育成
（1） 地方公務員研修所能力強化（技プ

ロ）
（2）指導者研修（現地国内研修）
4． コミュニティと地方自治体との関

係強化　（上記 2とも関連）
（1） 参加型計画策定プロセス改善（開

発調査）
（2）参加型地域開発研修（集団研修）
（3） 村落普及と行政サービス活動（協

力隊）

1． 対象住民への基礎的保
健サービスのアクセス
の向上（技プロ）

2． 医療施設の改善、リファ
ラル体制の改善、保健
士養成教育の改善（無
償）

3． 住民参加を通じたコ
ミュニティの健康改善
運動の促進（協力隊）

4． コミュニティベースの
医療制度の普及・活用
支援（専門家）

3つのサブプログラムをおく
全体を支援する地域開発政策アドバイザー（個別派遣）
1．マミナサタ都市圏開発サブプログラム
（1）マミナサタ広域都市圏計画調査（開調）
（2） マミナサタ環境配慮型都市開発促進プロジェク

ト（技プロ）
（3）マミナサタ環境改善事業（円借）
（4）スラウェシ地域開発支援道路計画調査（開調）
（5）スラウェシ地域開発支援道路事業（円借）
2．地域経済振興サブプログラム
（1）投資促進アドバイザー（個別派遣）
（2）地方貿易センタープロジェクト（技プロ）
（3）地場産業振興支援プロジェクト
3．社会開発サブプログラム
（1）地方教育行政アドバイザー（個別派遣）
（2）地域保険運営能力向上プロジェクト（技プロ）
（3） コミュニティ開発支援無償（保健医療サービス

向上と学校改修事業）（無償）
（4）前期中等学校総合改善計画プロジェクト（技プロ）
（5）ボランティア事業

投入 技プロ：385百万円

マルチバイ無償：243.0 百万円

個別専門家：39.1 百万円

JOCV：210.0 百万円

技プロ：120百万円

各種研修：190百万円

個別専門家：150百万円

JOCV：130 百万円

開発調査：200百万円

技プロ：351.4 百万円

無　償：166.0 百万円

JOCV：180.0 百万円

技プロ計：2270 百万円

開発調査計：715百万円

円借計：174050 百万円

無償計：2980 百万円

専門家計：201百万円

資料 H17 年度 JICA 国別事業実施
計画、検討委員会（06.10）
での発表資料から

本調査にかかる検討会資料（4 回、
06.11）、協力プログラム総括票１
（06.11）

プログラム計画書（案）、
ポジションペーパー（案）
等　平成 18年 9月 28日

基本構想（案）H19.2.1 から、投入に関しては基本構
想H18.5 から
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2 - 1　バングラデシュ国基礎教育内容向上プログラム 2 

1.　協力プログラムの戦略性強化の背景
バングラデシュ政府は、1990 年に義務教育法を制定し、同年の「万人のための教

育世界会議」にて Education for All 宣言に署名後、ドナーの支援を得ながら、基礎
教育の拡充を図ってきた。その結果、初等教育の純就学率を 86.7％（2002 年）まで
高めることに成功した。しかし、義務教育である初等教育の修了率は 67.0％（2001
年）と低く、約 3 分の１の児童が小学校修了前に中途退学している。また、学習達
成度も低く、2000 年に実施された「Education Watch 2000」（バングラデシュでの調
査）の中の「初等教育において児童が習得すべき能力調査」では、すべての能力を達
成した児童は全体の中でわずか 1.6％であった。このような課題に対し、現在、初等
教育を対象とするサブセクター・ワイド・アプローチ（SWAPs）として、「Primary 
Education Development ProgramⅡ」（2004 − 2009 年）（PEDPⅡ）と呼ばれる５ヵ
年計画が同国政府及び 11 ドナーの協力で実施中であり、日本は計画段階から本プロ
グラムに参加している。なお、バングラデシュ国の貧困削減戦略文書（PRSP）の初
等教育セクターにおいて、PEDPⅡは主要アプローチとして明記されている。

日本は現在改定中の対バングラデシュ国別援助計画で「社会開発と人間の安全保障」
を 3 つの援助重点分野のひとつと定め、その中で開発課題として「初等教育の質的向
上」を取り上げている。また、バングラデシュ現地 ODA タスクフォース「教育セク
ター」グループは援助方針の中では、「初等教育の質的向上」への支援に関しては日
本に「理数科教育」及び「教員研修」が手段として比較優位があるとしている。以上
から各種援助スキームを連携させた「初等教育の内容向上プログラム」が計画された。
なお、本プログラムの核である小学校理数科教育計画（技術協力プロジェクト）は上
記の SWAPs の傘下で実施されている。

JICAのバングラデシュに対する教育セクタープログラムの位置づけは以下の通り。 

2　 調査研究「事業マネジメントのあり方」（テーマ 1）第 2 回研究会報告資料
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2.　協力プログラム概要
（1） 目標：マイメイシン県を中心とした小学校理数科教育改善モデルの確立
（2）期間：2005 年− 2009 年
（3）コンポーネント：
　1） 初等教育アカデミー、教員養成校等の間の恒常的な教育改善ネットワーク構

築
　2）教員養成校の訓練カリキュラム、評価手法の提言
　3）児童及び教員が活用する実践的な教材開発
　　* 以上 1）から 3）は「技プロ」が中心となって実施。
　　*  JOCV は小学校および郡のリソースセンターへ派遣されプログラムを現場で

支援する。
　4）上記の実践を踏まえた教育行政への助言
　　* 個別専門家が中心に実施。

（4）目標達成までのシナリオ
 　本プログラムの中心的な投入である技術協力プロジェクト「小学校理数科教育強
化プロジェクト」は、全国の初等教育研究・教員訓練の中枢機関である国立初等教
育アカデミーにおいて、理数科教育の改善手法を確立することを主たる目的とする。
本アカデミーを中心に、県レベルの教員養成校、郡リソースセンター（現職教員の
研修）で行われる教員の研修カリキュラムや教科書を策定するほか、各学校で実用
的に使える教材及びその指導書なども開発し、マイメイシン県をモデルとして、研
修、授業を実施する。これらモデル小学校におけるカリキュラム、教科書、教材、
指導書などの実践については、当県に派遣されている JOCV（理数科教師）の協力
を得て行い、教育方法のさらなる実践的開発を促す。こうした活動を通じて、これ
まで必ずしも密接なネットワークが確立されていなかった上記アカデミー、養成校、
リソースセンター、モデル小学校の間で、理数科教育の改善を推進するネットワー
クの確立も目指す。
 　技術協力プロジェクトの成果は個別専門家の初等教育アドバイザーを通じ、
PEDPⅡにおいて共有され、国家レベルの質の改善に貢献する。アドバイザーは、
併せて PEDPⅡとの調整、プログラムの成果を政策レベル（政府とドナーの協議の
場も含む）に提言する。
 　なお、本プログラムの上位計画である PEDPⅡに対してはユニセフを通じて日本
が無償資金協力により支援を行っている。
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以上の概念図は以下の通り。

基礎教育内容向上プログラム概念図

 
3.　特徴
（1） 本プログラムは、11 ドナーが行っているサブ・セクター・ワイド・アプロー

チ（SWAPs）（PEDPⅡ）と協力し、その中で協議や交渉を重ねながら日本の
実績や優位性を生かしたシナリオを作っている。

（2） 協力プログラムの成果を PEDPⅡへフィードバックし、共有化することで日本
のプレゼンスを高めると共に、PEDPⅡへ成果が反映できるよう（他の県への
普及など）より効果的な援助を行っている。

（3） JOCVとの連携として、プログラムの現場への派遣ばかりではなく、JOCVが
もたらす現場の情報（その多くが首都でドナー協議をしている各国援助実務者
にとって知らないこと）を PEDPⅡの関係者間で共有し、協力事業に反映して
いる。

4.　教訓と提言
　◦　相手国と戦略の共有
　 　相手国と他ドナーの主導で開始された開発戦略（PEDPⅡ）に、その形成段階

から日本が関わる事により、相手国との開発戦略の共有化を図ることができた。
　★　�ドナーグループとの良好な関係作りは、開発戦略の形成段階から関わること、

日本の立場を明確に説明すること、そして、（次の教訓でもある）効果的な
情報の共有化が鍵である。
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　◦　日本の得意とする情報（草の根の情報）の共有
　 　関連する情報の収集には、日ごろからローカルスタッフを活用した省庁訪問、

また JOCV や専門家とのコミュニケーションを通じて得られる草の根の情報（現
場の生情報）を集約し、ドナー会議の場で発信するなど、日本の事業の特徴や優
位性を活かした情報の共有化をはかった。
　★　�日本の優位性（経験や情報、ネットワーク）を活かし、得られた情報を開示

することで、信頼関係を築くことができ、その結果として、ドナーグループ
の中で立場を確立できる。また、日ごろから各方面からの情報収集を行い、
広い視野で事業を行なう。

　◦　包括的な視野を持った計画と実施　（有効なリソースの活用）
　 　協力プログラムを担当する職員は必ずしもその分野の専門性を十分に持ってい

るわけではないが、プログラムの戦略作りに際しては、日本の有識者・専門家か
らの情報と『開発課題に対する効果的アプローチ（基礎教育）』（JICA 国際協力
総合研修所、 2002）が活用可能である。

 　　 　協力プログラムをマネジメントする職員には、こうした関連分野の専門性を
活用するだけの専門分野の素地とマネジメント能力の双方が必要である。

　★　 専門性をカバーするためには、国内、国外を問わず分野の専門家の活用、関
連文書や資料を十分に活用する。

参考添付資料：優良プログラム概要書、ローリングプラン
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優良プログラム概要表
Ⅰ．基本情報

国　　名 バングラデシュ プログラム期間 2005 〜 2008 年度
援助重点分野 教育 協力額概算 約 9 億円

開発課題 基礎教育の質の向上（教員訓練、理数科教育教授法の向上）
協力プログラム

名称
（和）基礎教育内容向上プログラム
（英）Educational Quality Improvement Program

Ⅱ．概要
協力プログラムの背景
　バングラデシュ政府は、1990 年に義務教育法を制定した他、同年の「万人のための教育世界会議」
にてEducation for All宣言に署名後、ドナーの支援を得ながら、基礎教育の拡充を図ってきた。その結果、
初等教育の純就学率を 80％（2001 年）まで高めることに成功した。
　しかし、義務教育である初等教育の修了率は 67.0％（2001 年）と低く、約 3 分の 1 の児童が小学校
修了前に中途退学している。また、学習達成率も低く、2000 年に実施された Education Watch 2000 の
中で「初等教育において児童が習得すべき能力調査」では、すべての能力を達成した児童は全体の中
でわずか 1.6％であった。
　このような課題に対し、現在、初等教育を対象とするサブセクターワイドアプローチ（SWAPs）と
して、Primary Education Development Program−Ⅱ（2004 〜 2009 年）（PEDPⅡ）と呼ばれる 5 ヵ
年計画が同国政府及び 11 ドナーで実施中であり、我が国は計画段階から本プログラムに参加している。
なお、貧困削減戦略文書（PRSP）の初等教育セクターにおいて、PEDPⅡは主要アプローチとして明
記されている。
　我が国は現在改定中の対バングラデシュ国別援助計画で「社会開発と人間の安全保障」を 3 つの援
助重点分野の一つと定め、その中で「初等教育の質的向上」を目指している。また、バングラデシュ
ODA タスクフォース「教育セクター」援助方針の中では、「初等教育の質的向上」への支援に当り、
日本の比較優位があると考える「理数科教育」及び「教員研修」を手段として、各種スキームを連携させ、

「初等教育の質の向上プログラム」として取り組んでいる。なお、本プログラムの核である小学校理数
科教育計画（技術協力プロジェクト）は上記の SWAPs の傘下で実施されている。

目標年次までに期待される具体的成果
上位レベルの成果目標（PEDPⅡの目標）：
1．小学校総就学率を 2009 年までに 107％に引き上げる。
2．小学校純就学率を 2009 年までに 88％に引き上げる。
3．小学校児童の修了率を 2001 年の 68％から 2009 年までに 80％に引き上げる。
4．小学校中途退学率を 2001 年時と比較し、2009 年までに 40％減少させる。
5．小学校留年率を 2001 年時と比較し、2009 年までに 40％減少させる。

プログラムレベルの成果目標：
　国家初等教育アカデミー（NAPE）が立地するマイメイシン県を中心に、小学校理数科教育改善に係
るモデルを確立する。また、モデルの確立過程における知見を中央政府（初等大衆教育省初等教育局）
へ提供する。より具体的な成果目標は以下のとおり。
1． 国家初等教育アカデミー（NAPE）、教育養成校（PTI）、郡リソースセンター（URC）、対象モデル

学校の間で、恒常的な理数科教育改善のためのネットワークを構築。
2．教員養成校（PTI）におけるカリキュラムと教科書を策定。及びその評価手法を確立。
3．児童が直接使える実用的な教材及び同教材を教員が活用するための指導書等を開発。
4．上記の実践を踏まえた教育行政へ助言。
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協力プログラムの目的と各プロジェクト・個別案件の位置付け
　小学校理数科教育強化プロジェクト（技術協力プロジェクト）は、本プログラムの中心的な投入で
あり、全国の初等教育研究・教育訓練の中枢機関である国立初等教育アカデミー（NAPE）において、
理数科教育の改善手法を確立することを主たる目的としている。本プロジェクトでは、NAPE において、
県レベルの教員養成校（PTI：１年間の長期研修）、郡リソースセンター（URC：現職教員の研修）、に
て行われる教員の研修カリキュラム、教科書を策定するほか、各学校で実用的に使える教材及びその
指導書なども開発し、NAPE が立地するマイメイシン県をモデルとして、研修、授業を実施する。こ
れらモデル小学校におけるカリキュラム、教科書、教材、指導書などの実践については、一部マイメ
イシン県に派遣されている青年海外協力隊（理数科教師）の協力を得て、教育方法の更なる実践的開
発を促す。
　また、これまで必ずしも密接なネットワークが確立されていなかった NAPE、PTI、URC、モデル
小学校の間で、理数科教育の改善を推進するネットワークの確立が必要となるが、これについては、
PTI、URC 及び学校に派遣されている協力隊を通じて、より円滑なネットワーク確立を図る。
　技術協力プロジェクトの成果は初等教育アドバイザーを通じ、PEDPⅡにて共有され、国家レベルの
質の改善に貢献する。アドバイザーは、併せて、PEDPⅡとの調整、プログラムの成果を政策レベル（政
府、ドナー）に提言する。
　なお、本プログラムの上位計画である PEDPⅡに対してはユニセフを通じて無償資金協力により支
援を行っている。

Ⅲ．投入計画案 （単位：百万円）

案　件　名 投入形態
事業年度 案件別協

力額概算2005 2006 2007 2008 2009 2010

小学校理数科教育強化プロ
ジェクト

技プロ 460

初等教育アドバイザー 専門家 60

ユニセフ経由PEDPⅡ支援
マ ル チ バ
イ無償

243

初等教育における理数科教
員訓練支援

ＪＯＣＶ 110

Ⅳ．プログラム実施の妥当性
　初等教育分野への支援は、引き続きバングラデシュに対する援助重点分野である。
　また、バングラデシュの初等教育セクターは、Primary Education Development Program−Ⅱ（PEDP
Ⅱ）の枠組みにおいて同国政府及び 11 ドナーで密接に連携が図られており、極めて効率的な援助が実
施されている。
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Ⅴ．プログラム実施上の留意点
　以下についてはプログラム内の投入ではないが、関連する投入として、密接な連携と協力効果の発
現が求められる。

1． 債務削減相当資金：小学校理数科教育強化プロジェクトの C/P 機関である NAPE が独立行政法人
化したことに伴い、同機関のキャパシティ・ディベロプメントのためのマスタープランを作成中。
右マスタープランに基づき、債務削減相当資金を活用予定。

2． 草の根・人間の安全保障無償：青年海外協力隊員が巡回している貧困地域の学校に対し、建物改築・
増築、副教材供与等で草の根・人間の安全保障無償を活用予定。

Ⅵ．プログラムの将来的な発展
　本プログラムの成果は、NAPE が立地するマイメイシン県を中心に理数科教育の質の改善に資する
ものであり、現在、青年海外協力隊員との連携をもとに他地域への展開を予定しているが、本プログ
ラムが成功裏に終了した場合、引き続き、得られた成果を PEDP Ⅱとの連携により、バングラデシュ
全体に普及するプログラム等を検討することが望ましい。
　その際、PEDPⅡにて確立されているバングラデシュ政府、各ドナー国、国際機関の連携の枠組みの
中で、継続するプログラムを形成する必要がある。
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2006 年 3月 22日

教育セクター援助方針

　1.　本セクターにおける課題

　	（1）教育機会の拡大		
当国では、1990 年のタイ国ジョムティエンにて開催された「万人のための教育世界会議」

以降、ドナーの支援を得ながら、政府・NGO を問わず基礎教育の拡大を図ってきた。その結果、
初等教育の純就学率は 84％（2002 年）1 まで高めることに成功した。

しかし、残りの 16％の社会的な弱者をいかに取り込むかという課題が残されている。バン
グラデシュは人口 1 億 4 千万人を超える大国であり、未だ多くの子どもが修学していない現
実を見逃すことは出来ない。それに加え、義務教育である初等教育の修了率は 67.0％（2001
年）2 と低く、中途退学という問題も存在している。一方、中等教育の純就学率はそれぞれ前期
52.8％、中期 32.9％、後期 14.0％（2001 年）3 と低く、中等教育段階以降の教育機会の拡充を
どのように図っていくかということも課題となっている。

　	（2）質の向上		
上述のとおり、90 年代に初等教育を中心に急速な教育機会の拡大が実現した一方で、教育

方法、教師教育、教員数の確保 4 など全般にわたり課題が山積している。当国の教育方法は伝
統的に暗記に重きが置かれており、教師による一方的な講義形式が中心である。教科書も抽象
的な記述に終始しがちであり、算数に作業や作図、理科における実験や計測など手を動かして
実作業を伴う学習機会は非常に乏しい。その結果、初等教育段階の目標「ターミナル・コンピ
テンシー 5」と呼ばれる必要最低限の力さえ十分に身についているとは言いがたく、社会で生活
していく上で必要な問題解決能力の形成が阻害されており、質 6 の向上が急務である。

中等教育段階においても、生徒の学習に対する理解は一面的であり応用力も低い傾向が顕著
に見られる。高等教育段階では、科学的思考に基づき、応用的な研究開発や技術を実践する能
力形成が脆弱であるため、研究者・技術者など経済発展を牽引する高度な人材の育成に貢献し
ていない。

1　 Human Development Report. 2005
2　Primary Education Statistics in Bangladesh 2001,DPE, 2002.
3　BANBEIS（Bangladesh Bureau of Educational Information and Statistics), 2003．
4　 例えば、初等教育段階では教師一人あたりの生徒数は 68.2 である（Primary Education Statistics in 

Bangladesh 2001,DPE, 2002.）
5　到達目標。初等教育において児童が習得すべき 53 の能力を行動目標として定義。
6　 このような教育の質は、国際数学・理科教育動向調査（Trends in International Mathematics and 

Science Study：TIMSS）によれば、三つのカリキュラムと環境要因（学校、社会、家庭）によって規
定される。前者は、国が策定する学習指導要領やそれに準拠した一連の指導書、教科書などを意図さ
れたカリキュラム、それらに基づきながら教師が実際に行なう授業をさす実施されたカリキュラム、
その教育を受けた子どもたちが実際に身につけた力をさす達成されたカリキュラムという三つから成
り立っている。学習指導要領、教師・授業、子ども同士が、また環境要因との間で十分に作用すると
きに、教育の質は高いレベルを達成することが出来る。人口大国のバングラデシュの中で、初等教育
ではその数は甚大であり、小さな変化であっても起こすには膨大な時間とエネルギーが必要とされる。
このように様々な要因が作用する複雑なシステムの中で、中核に位置するのはやはり教師と子どもで
ある。（Stigler et al., 2000）
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　	（3）マネジメントの改善		
当国の教育セクターにおいては、教育行政の運営が円滑に行われていない。例えば教育全般

にわたり過度に中央集権的であるため、業務の未執行、事務・会計処理の遅滞などの問題が頻
繁に生じ、学校現場の効率化を阻害している。また教育行政の非効率性の問題は、職員の能率
だけでなく職員の創意をも阻害しており、マネジメントの改善は喫緊の課題である。

　	（4）総合的な教育発展		
前述のように、いまだに初等教育においては多くの課題が残っており、現在、多くのドナー

の支援は初等教育に集中している。そのため、初等から高等までの各教育段階において、質的・
量的ともに均衡の取れた発展を総合的に実現することが課題となっている。また、当国におい
ては経済成長が喫緊の課題であり、人的資本投資は経済成長の先行投資と考えられるとともに、
中等及び高等教育は、就業の機会を有利にし、人々がより高い賃金の職業に就くことを可能と
するという意味で、総合的な教育発展は重要である。ただし、日本でも、初等から中等へ、中
等から高等へ普及するのに約 100 年かかっているため、中長期的な対策が必要である。

　2.　基本方針

　	（1）目標		
初等教育の質的向上を主たる目的とする。
 但し、中長期的な視点から包括的な教育発展に資するため、ノンフォーマル教育、中等 ･ 高
等教育における既存の協力案件は必要最小限の範囲内で継続し、新たな支援は初等教育の質
的向上が軌道に乗った段階で実施する。

　	（2）手段～アプローチ・日本の比較優位		
 日本に以下のような比較優位のある理数科教育及び教員研修を通し、質的向上に取り組む。

●理数科教育分野：
✓高い達成度（達成されたカリキュラム）
✓質の高い問題解決型の授業（実施されたカリキュラム）

●充実した現職教員研修：
✓ 授業研究を中心とした継続的研修（授業を中心としたややインフォーマルな研修）
✓ライフステージ別に体系付けられた教員研修（例：1 年目、5 年目、10 年目）

　	（3）留意事項		
●セクターワイドアプローチ（SWAPs）との関わり
 　現在、初等教育を対象とするサブセクターワイドアプローチとして PEDPⅡ（Primary 
Education Development ProgramⅡ）がバ政府とドナーにより実施されている。我が国
は PEDPⅡの計画段階から 11 ドナーのひとつとして Code of Conduct を取り交わし、こ
れに参加している。今後、資金協力アプローチと技術協力のより良い連携例とすべく、
PEDPⅡ傘下で、JICA 技術協力プロジェクトの成果をアピールしていく。

●「人間の安全保障」との関わり
 　他セクター（農村開発、保健セクター等）との連携を通して、各教育段階の協力効果
が広範に裨益するよう工夫する。
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　3.　案件概要

上記基本方針を踏まえ、「質の改善」を軸に据える協力の構想として、具体的には次のとおり、
サブセクター別に、現在実施中もしくは今後５年間に実施を検討する案件の概要を記載する（別
添のローリングプラン参照）。

案件活動 協力内容 機関 投入形態 状況

初等教育
小学校理数科
教育強化計画

国立初等教育アカデミー（NAPE）、初等教育教員養成機関（PTI）
、 郡リソースセンター（URC）の講師及びパイロット学校の教
員を対象に、小学校理数科の教員研修講師・現場教員の授業実
践力の向上、適切な理数科研修の実践、関係機関の連携強化、
Teaching Package の開発に係る技術協力を行なう。

JICA 技術協力プ
ロジェクト

実施中

初等教育アド
バイザー

日本による支援の成果が、当国における初等教育行政能力に対
し、一層反映されることを促進する。また、PEDPⅡと本プロ
グラムの調整・企画立案という役割も担う。

JICA 個別専門家
派遣

実施中

初等理数科教
員訓練支援

初等教育教員養成機関（PTI）や郡リソースセンター（URC）
での研修によって、教員が各々の学校で実施しうる教育方法の
実践的開発が期待される。さらには、上記の技プロ SMILE と
の連携も強化される。

JICA JOCV 派遣 実施中

ユニセフ経由
PEDPⅡ支援

初等教育における政策支援の一環として、ユニセフを通じ、
PEDPⅡへの支援を行なう。ユニセフとは技プロとの現場レベ
ルの連携を進める。

EOJ マルチバイ
無償資金協
力

実施中

技プロモデル
普及プラン

技プロの成果（Teaching Package を通した授業改善モデル）
を PEDPⅡの枠組みの中で、面的拡大を図る。

JBIC/
JICA

債務削減相
当資金

バ 側
2008 −
2009 年
度予算

ノンフォーマル教育
ノンフォーマ
ル初等理数科
教授法指導

理数科教育を中心とするノンフォーマル初等教育のプログラム
の質的向上を図る。NGO に対して教材作成のための草の根 ･
人間の安全保障無償資金協力を活用するとともに、理数科教師
や小学校教諭の JOCV 派遣を行い、草の根無償資金協力にて調
達される教材を利用しながら、楽しくかつ効果的に学ぶことの
できる教材の開発、教授法の改善、教員指導が期待される。

JICA JOCV 派遣 2006 年
7 月派遣

ノンフォーマ
ル初等教育 ･
教材作成

EOJ 草の根 ･ 人
間の安全保
障資金協力

2006 年
度 実 施
予定

中等教育
中等理数科教
育 強 化 計 画

（仮称）

中等教育分野における新規案件形成、プログラム形成を図る。 JICA プロジェク
ト形成調査

2009 年
度 実 施
検討

中等理数科教
員訓練支援

養成大学（TTC）の教官に対して教員が各々の学校で実施しう
る理科実験を中心とした理数科教育方法の実践的開発が期待さ
れる。

JICA JOCV 派遣 実施中

高等教育
高度人材育成 多様な分野において高度な研究を実施しうる能力を備える人材

を日本に留学させ、当国の学術水準向上に資する。また、係る
人材の研究能力が改善されることにより、当国における行政、
産業、商業、大学教育など各方面の実践能力の改善が期待され
る。

EOJ
等

留 学 生 無
償、文部科
学省奨学金

毎 年　
実施中
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2 - 2　タンザニア国地方行政能力強化支援プログラム 3 

1.　協力プログラムの戦略性強化の背景
タンザニアは 1961 年の独立以来、一貫して社会主義に基づく中央集権体制を取っ

てきたが、1996 年に西欧ドナーの支援を受けて、本格的な地方分権化への取り組み
を開始し、その具体的な計画として 121 の上位地方自治体（州と県）の能力向上、制
度構築を目的とした地方行政改革計画（Local Government Reform Program: LGRP）
を策定した。LGRP の資金は 8 ドナーによるコモンバスケット方式に頼っている。実
施は 2002 年に始まり、2005 年には 2 期目に入っている。しかし 8 ドナーだけでは実
際の地方自治体の能力強化（特に、県レベルより下の村レベルなど）まで十分に支援
されていないのが現状である。そこで、日本側は、タンザニア政府及びドナーグルー
プとの協議を行い、LGRP を補完し、かつカバーし切れていない下位の地方自治体も
含めて、支援する当プログラムを実施する事になった。

現在 JICA がタンザニアで行っている様々な日本の協力事業は、現場でのキャパシ
ティ・ディベロップメントの視点からも、地方政府との協力連携を抜きにしては進め
られない。この点から、他のセクター（例えば地方で展開される農業開発支援）も分
権化と密接に関係しており、本プログラムとの関連が高い。

2．協力プログラム概要
（1）目標： 地方自治体が住民のニーズに基づき、より適切なサービスを提供できるよ

うになる。
（2）期間：2000 年− 2008 年　（LGRP の第 2 中期計画の時期に対応）
（3）コンポーネント：
　1）地方自治庁の能力開発（個別専門家、国別研修）
　2）中央政府や地方自治体の指導者の意識改革（国別研修、地域別研修）
　3）地方自治体における人材育成（技プロ、現地国内研修）
　4）コミュニティと地方自治体との関係強化（開発調査、JOCV、課題別研修）

（4）目標達成までのシナリオ
 　研修事業を通じた意識改革と平行して、下位に位置づけられている自治体の職員
研修を中心に行っている。各コンポーネントの関係は以下の図の通り。

3　 調査研究「事業マネジメントのあり方」（テーマ 1）第 4 回研究会報告資料
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JICA 地方行政能力強化支援プログラムの概要

フォローアップ

グラスルーツ

コミュニティ

ポスト

これらを LGRP との関係で比較すると以下の通り。

相手国 LGRPとの関係における JICA プログラム・プロジェクト

基本的に、LGRP と十分連携し、同一目標を目指しながら、時に現場の末端まで
小回りの利きにくい事業となりがちな LGRP に対し、より迅速に活動を進められる
JICA が人材育成部分を中心に、日本のプログラムとして事業を実施している。
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3.　特徴
◦　 ドナー協調が進んでいるタンザニアで、ドナーグループと相手国が連携して実

施しているコモンバスケットについて、JICA はグループのメンバーとはなっ
ていないが同バスケットで動かす事業を支援するなど補完的に協力する形で、
協力プログラム事業を展開している。

◦　 JICA の支援の特徴として、他ドナーグループが制度や枠組み作りを担う中、
枠組みを動かす人材育成の部分を様々な研修を通じて実施している。

◦　 本プログラムの形成時に、JICA は長期にわたる関連セクターの開発調査を実
施し、それに基づき、協力プログラム計画準備段階からタンザニア政府と他ド
ナーと積極的にまた、前広な情報共有を図ってきている。

4.　教訓と提言	
◦　プログラム化と CD の視点に基づく支援
地方行政の能力強化というクロス・セクトラルな開発課題への協力として、他ドナー

との協力が不可欠である。本プログラムは、ドナーグループが支援する LGRP と連
携を図ることで、より効果の高いプログラムが実施された。中央、地方、コミュニティ
へのレベルに分けた人材育成支援（CD の視点でもある）と共にシステムや意識改革
など複層的な支援が共に必要だからである。（上記図参照）

　★  CDの視点を反映し、中央、地方、コミュニティへのそれぞれの援助の支援（事
業展開）が必要である。このような支援は他ドナーとの連携がなくては困難
であるため、他ドナーと分担、協力する。

◦　協力プログラムの連携、一本化
クロス・セクトラルな開発課題は、セクター別の課題と重なり合う場合がある（例

えば地方で行われる農業開発など）。効率的な運用のためには、双方で実施している
協力プログラムを連携させたり、一本化するなどの工夫が可能である。（本調査中、
タンザニア事務所はセクターで行っている農業開発を地方行政の中で支援する形で、
協力プログラム間の連携を検討していた。）

　★ クロス・セクトラルな開発課題は、セクター課題と連携し、より効率的、効果
的な事業展開を検討する。必要ならば一本化も検討する。

◦　経験の少ない分野に取り組む
地方行政支援プログラムのように、JICA が援助経験の少ない分野であっても、相

手国の要望やニーズの高さ、他ドナーの動向から、援助に参画する必要がある場合も
ある。その国の開発全体の方向性を見極め、ドナーとして「乗り遅れない」ための判
断が必要である。

　★  JICAに優位性が低い課題であっても、その国の開発の方向性や課題の重要性
により、支援活動を開始する必要があることもある。
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2 - 3　ガーナ国健康の輪プログラム　−UW州住民の健康改善プログラム− 4 

1.　協力プログラムの戦略性強化の背景
本プログラム対象地域であるアッパーウェスト州（人口 62 万人、全国 10 州のひと

つ、ガーナ国北西部に位置する）は、ガーナ国内の特に貧困地域といわれる北部 3 州
のひとつとして、5 歳未満児の死亡率が全国平均の約 2 倍にあたる 208（2003 年ガー
ナ人口保健調査、1000 出生あたり）に上るなど保健関連指標の低さと他州との格差
が大きな問題となっており、それは、基礎的保健サービスの低さにその原因があると
されている。

保健サービスが行き渡っていない問題は、ガーナ政府の貧困削減戦略文書や日本政
府の対ガーナ国別援助計画の中でも重点分野である「貧困地域における基礎生活環境
の改善」の１つとして、取り組むべき重要な開発課題に位置づけられている。このた
め、本プログラムは農村部の地域保健医療サービスへのアクセスと質の向上及び住民
参加による健康改善活動の促進によって同州住民の健康状態を改善することを目的と
している。

2.　協力プログラム概要
（1）目標：アッパーウエスト州の住民がよりよい医療を受けられる。

ガーナ国の上位の政策とのかかわりは以下の通り。

　　　　RSPⅡ （貧困対策戦略）　　　　　　　第 2次国家保健 5ヵ年計画
　　人材開発と基礎サービスの改善　　　保健サービスの質およびアクセス向上
　　　　　　　　　　　↑　　　　　　　　　　↑
　　　　　　　　＜プログラム目標＞　よりよい医療を受けられる

（2）期間：2005 年− 2009 年
（3）コンポーネント：
　1） CHPS（後述）の拡充とレファラル体制の改善のため、ソフト面での支援に

より住民の基礎的保健サービスのアクセスが向上する（技術協力プログラム）
　2） 病院、ヘルスセンターの医療サービスの改善、レファラル体制や CHO

（Community Health Officer）養成に必要な施設設備が充実する（無償資金協
力）

　3）コミュニティレベルでの健康改善にかかる活動が促進する（JOCV の派遣）
　4） プログラム実施のための中央レベルでの調整、関連制度や制度への結果の

4　 調査研究「事業マネジメントのあり方」（テーマ 1）第 3 回研究会報告資料
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フィードバックがなされる（援助調整専門家）
（4）目標達成までのシナリオ：
 　本プログラムでは、2006 年度からステージ 1 郡（州内 8 郡中 2 郡）におい
て、技術協力プロジェクトを先行して開始させ CHPS (Community Based Health 
Planning and Service：保健所の下位施設であるヘルスポスト。本施設を拠点に、
常駐のコミュニティ保健師が各戸を巡回し、基礎的保健サービスを提供する。）の
拡充へのソフト面の支援を行なう。同時に、同州の別の郡において本プロジェクト
と連携を図りつつ、JOCV により住民参加の健康改善活動の促進を行なう。また、
2007 年度から無償資金協力により、同郡を含めて全州対象に、CHO 養成校の教育
機材、病院・ヘルスセンターの医療機材、CHPS を含めたレファラル関連機材の供
与を行なう。レファラル体制については技術協力プロジェクトによるソフト面から
の支援も行なう。技術協力プロジェクトと無償資金協力については、プログラム成
果において相乗効果が期待され、技術協力プロジェクトと JOCV はプログラム目
標レベルにおける相乗効果が期待される。これは、JICA 事業の連携により、特定
地域内でパイロット的な事業となり、成果にしたがって、2008 年度からは、ステー
ジ 2 郡（残り 6 郡）に対して、ガーナ側自助努力、個別専門家による中央政府の政
策・制度へのフィードバック、及び JOCV による CHPS 活動支援を通じて、ステー
ジ 1 郡の成果普及させる。なお、このプログラムは、USAID がガーナ国の他の州（2
州は終了、現在は 7 州で展開中）で行っている類似の医療改善事業と協力、連携し、
ガーナ国全国の医療改善を上位の目標として計画されている。

　　プログラム目標と各事業の関係は以下の通り。
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3.　特徴
◦　 協力プログラムとしてスキーム横断的な案件形成・運営マネジメントを実施し、

計画当初から、ガーナの JICA 事務所の関連する担当と本部の事業担当の各部
署が緊密に連絡を取り合い、調整し、記録など情報の共有化に努めた。

◦　 既に USAID が他州の同様な医療協力を展開中であり、両者の援助が終了する
と国全体の医療改善が見込まれる。

４.　教訓と提言	
◦　本部関連部署との連携／情報共有
本部の関係部局と現地事務所が計画形成時から十分な情報交換や連携を TV 会議を

通じ頻繁に行なった。そのため、各事業間の連携が図られた。特に、計画の手順や時
期が比較的固定している無償スキームと他の事業が的確に連携することができた。

　★ プログラムはまだまだプログラムを構成する個々の事業単位で計画管理されて
いるため、個々の事業を担当する本部の各部署との連携が重要である。その連
携も各部署と在外事務所が個別に行なうのではなく、TV会議などを活用し、
関係部署が一緒に協議するのが良い。

◦　セクター調査の重要性
プログラム策定前に、現地で現地コンサルタントを活用し、医療セクター調査を様々

な視点から行っている。
　★ セクター調査により的確な情報を収集する。実施自体ではなく、どのような調
査項目を選ぶかによりプログラムの計画精度が上がる。

プログラムJICA側実施体制
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　★�現地の状況に詳しい現地コンサルタントの活用は、迅速で高い効果が上がる場
合がある。

◦　プログラム・コンポーネントの関係者の理解と協力
プログラムの中心的な事業であるプロジェクトのチーフアドバイザーが、プログラ

ムの内容、目的をよく理解し、他コンポーネントとの連携を積極的に図った。
　★ プログラムを構成する事業連携の効果は、結局は関わる専門家や相手方 C/P、
JOCVによるところが大きい。日本側、相手側共にプログラムの関係者がプロ
グラム全体をよく理解し、プログラムの目標に向かい協力できるよう情報の共
有や事業実施前の十分な説明が必要である。

参考添付資料： プログラム計画書（案）、プログラム・マトリックス、プログラム
配置図
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平成 18 年 11 月 6 日作成
プログラム計画書（案）

1．基本情報
国名 ガーナ プログラム番号
援助重点分野 （和）　地方・農村部の活性化

（外）Accelerating Rural Development
開発課題 （和）貧困地域における基礎生活環境改善

（外）Improvement of Basic Social Services
協力プログラム名称 （和）アッパーウエスト州住民の健康改善プログラム

（外）Programme for the improvement of health status of 
　 　 people living in Upper West Region

期間 2005 年度　　　〜　　　2009 年度
全体予算額 697（百万円）

■技術協力プロジェクト経費 351 百万円 □研修員受入に必要な経費 百万円
□開発調査プロジェクト経費 百万円 ■無償資金協力関係費 166 百万円
□フォローアップ経費 百万円 ■ボランティア事業経費 180 百万円
□事業強化経費 百万円 □国民参加協力推進経費 百万円
分野課題（中分類）
分野課題（小分類）

保健医療・人口
母子保健・リプロダクティブヘルス

2．プログラム概要（背景・目的）
プログラム対象地域であるアッパーウェスト（Upper West：UW）州は、ガーナ国内の貧困地域といわれる
北部に位置し、5 歳未満児の死亡率が全国平均の約 2 倍にあたる 208（2003 年ガーナ人口保健調査、1000 出生
あたり）に上るなど保健関連指標の低さと他州との格差が問題となっており、基礎的保健サービスの向上が重
要な課題となっている。
本プログラムは、ガーナ政府の貧困削減戦略文書や日本政府の対ガーナ国別援助計画で重要な開発課題に位置
づけられている「貧困地域における基礎生活環境の改善」への取組みの 1 つであり、農村部の地域保健医療サー
ビスへのアクセスと質の向上及び住民参加による健康改善活動の促進によって同州住民の健康状態を改善する
ことを目的としている。

3．プログラムの目標と具体的成果（別添資料 1：プログラムの枠組み）
【プログラム目標】アッパーウエスト州の住民の健康状態が改善する。
【プログラム成果】
1　保健医療サービスへのアクセスと質の向上
　1 - 1　CHPS の拡充※
　1 - 2　病院・ヘルスセンターの医療サービスの改善
　1 - 3　病院・ヘルスセンター・CHPS 間のレファラル体制の改善
2　住民参加による健康改善活動の促進
3　中央レベルでのプログラム成果の普及
※  CHPS（Community Based Health Planning and Service）とは、保健所の下位施設としてヘルスポストを

建設し、そこにコミュニティ保健師を常駐させ、各戸を巡回し、基礎的保健サービスを提供するものである。
目標年度 2009 年 対象地域 アッパーウエスト州

4．プログラムの目標達成のためのシナリオ
（プログラムの目標達成のためのシナリオ）
本プログラムでは、まず 2006 年度からステージ 1 郡（州内 8 郡中 2 郡）において、技術協力プロジェクトを
先行して開始させ CHPS 拡充へのソフト面の支援を行なう。同時に、同郡において、同プロジェクトと連携
を図りつつ、協力隊により住民参加の健康改善活動の促進を行なう。また、2007 年度から無償資金協力により、
同郡を含めて全州対象に、CHO 養成校※の教育機材、病院・ヘルスセンターの医療機材、CHPS を含めたレファ
ラル関連機材の供与を行なう。レファラル体制については技術協力プロジェクトによるソフト面からの支援も
行なう。技術協力プロジェクトと無償資金協力については、プログラム成果において相乗効果が期待され、技
術協力プロジェクトと協力隊はプログラム目標レベルにおける相乗効果が期待される。
2008 年度からは、ステージ 2 郡（残り 6 郡）に対して、ガーナ側自助努力、個別専門家による中央政府の政策・
制度へのフィードバック、及び協力隊による CHPS 活動支援を通じて、ステージ 1 郡の成果普及させる。
※ CHO（Community Health Officer）
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（各プロジェクト・個別案件の内容）
1．技術協力プロジェクト：
　CHPS 拡充やレファラル体制改善へのソフト面の支援によりプログラム成果に寄与する。
　（具体例）
　　・ガーナ保健サービススタッフ（州保健管理局、郡保健局）のマネジメント能力強化
　　・コミュニティ保健師の CHPS 活動にかかる技術の向上
　　・スーパービジョンシステム改善、リファラルシステム改善
　　・ コミュニティ保健委員会及びコミュニティ保健ボランティアの能力向上と住民参加促進（現地ＮＧＯに

委託）
　　・CHPS 拡大への経験や教訓のシェア促進
2．無償資金協力：
　 病院・ヘルスセンターの医療サービス改善、レファラル体制改善、及び CHO 養成へのハード面の支援（機

材供与）によりプログラム成果に寄与する。
　（具体例）
　　・ 州・郡病院には帝王切開（開腹手術）が可能なレベル、ヘルスセンターには通常分娩ができるレベルの

機材供与を行なう。
　　・CHPS の重要な担い手であるコミュニティ保健師の養成校への教材の供与を行なう。
　　・病院・ヘルスセンターにレファラル体制改善に必要な機材供与を行なう。
3．JOCV 派遣：
　 ステージ 1 郡においては、コミュニティの健康状態改善にかかる様々な活動を支援し、プログラム成果に寄

与する。ステージ 2 郡においては、CHPS 活動への支援を行い、技術協力プロジェクトのステージ 1 郡にお
ける成果のステージ 2 郡への展開を側面支援する。

　（具体例）
　 ステージ１郡においては、郡レベルを所属機関とし、安全な水の供給、衛生改善、栄養改善、生計向上など

住民の健康改善活動促進を行なう村落開発普及員などの隊員を派遣し、ステージ２郡では、技プロのステー
ジ２郡への展開を補完的に支援する保健師や看護師隊員を派遣する。

4 　援助調整（保健医療）専門家：
　 プログラム実施のための中央レベルでの調整、及びプログラム成果の政策・制度へのフィードバックを行なう。

（他の我が国資金協力等）

5．指標・評価方法／指標入手方法 / 評価時期：（別添資料 2：プログラム PDM）

6．プログラム工程表（ローリングプラン）：（別添資料 3：プログラム工程表）

7．人間の安全保障・グローバル・イシューとの関連
① 政府レベルと地域社会の人々の双方にアプローチし、相手国や地域社会の持続発展性に資する包括的なアプ

ローチ。
② 日本の近代化の経験を踏まえ、人材育成、組織強化、制度作りへの技術的な支援を通じて、途上国の人々が

能力を高め、自分たちの抱える課題を自ら解決できるようになることを目指すキャパシティ ･ デベロップメ
ントのプロセスを支援。

　以上により「人間の安全保障」の理念を実践する。
　また、2015 年をターゲットとした、ミレニアム開発目標「５歳未満児死亡率の削減」、「妊産婦の健康の改善」、

「HIV/ エイズ、マラリア及びその他の疾病の蔓延防止」に資するものである。

8．援助重点分野及び開発課題の概要等
【援助重点分野及び開発課題の概要】
　ガーナ貧困削減戦略（GPRS）の開発目標「経済成長を伴った貧困削減」を達成するため、我が国は「地方・
農村部の活性化」を重点開発課題とし、貧困地域における保健を含む基礎的生活環境の改善に取り組んでいる。

【当該国政府方針との整合性】
　ガ国では、「第二次国家保健 5 ヵ年計画（2002 年〜 2006 年）」を策定し、「健康状態の向上と健康における
不平等の削減」を目指し、（1）保健サービスの質の改善、（2）保健サービスへのアクセス向上、（3）保健サー
ビス供給の効率改善、（4）パートナーシップの育成、（5）保健財政の改善を戦略の 5 つの柱としている。

9．他ドナー等の活動
オランダ、 DFID、 DANIDA 、EU 、世銀等は「ヘルス・ファンド」と呼ばれるセクターファンドを行っていたが、
近年は一般財政支援への移行がみられる。その他、過去に DANIDA により UW 州の半数の病院等への無線機
等の供与が行われるとともに、現在 USAID により北部三州を除く州において CHPS 拡充が行われている。
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10．実施体制、国内支援体制
現地では、プログラム調整委員会（事務局：ガーナ事務所、メンバー：左記他技プロチーム・協力隊員）、国内では、
プログラム運営委員会・作業部会（事務局：ガーナ事務所・アフリカ部、メンバー：左記他人間開発部・無償
資金協力部・協力隊事務局・企画・調整部、国総研）を設置し、活動進捗状況の把握、情報共有、関連活動の
調整を行なう。なお、各事業の手続、意思決定は各担当部署で行なう。

11．備考
・戦後、医師不足に悩む沖縄の離島で住民の健康向上に取り組んだ公衆衛生看護婦の制度など戦後日本の保健
医療の復興経験も活かす。
・重要な外部要因、他ドナー活動については、シナリオを確認していく作業の中で適宜明確化していく。
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プログラムの枠組み 平成18年 9月 28日作成
別添資料 1　　　　　　

技プロ 無　償 JOCV 専門家

プロジェクト目標：
機能しているCHPSゾーンの拡大によって、対象地域住民の良質な基礎的保健
サービスへのアクセスが向上する。

プロジェクト目標：
1.  アッパーウエスト州内の全ての郡病院、及び全ての保健所におい

て医療サービスが改善される。
2. CHPS、ヘルスセンター、病院間のリファラル体制が改善される。
3.  アッパーウエスト州にあるコミュニティ保健師養成学校の教育内

容が改善される。

プロジェクト目標：
住民参加を通したコミュニティの健康改善活動が促進さ
れる。

プロジェクト目標：
CHPS拡充にかかる政策・制度や他ドナーの
活動にプログラム成果が反映される。

成果：
1.  州保健管理局及び郡保健局のCHPS拡大にかかるマネイジメント能力が向上

する。
2. CHOおよび準郡保健チーム (SDHT) の能力が向上する。
3. CHPS活動に関する監督システムが改善される。
4.  CHPS、ヘルスセンター及び病院間のリファラル・カウンターリファラル体制

が改善される。

成果：
1. 州 / 郡病院において医療機材が整備される。
2. 保健所の医療機材が整備される。
3.  コミュニティ保健師養成校において教材実習機材が整備される。
4.  保健所や郡（州）病院において無線機や救急車が整備される。

成果：
1.  ステージ 1郡において、住民の水・衛生・栄養等健康

に関する知識が増進されるとともに、住民の健康改善
活動が促進される。

2. ステージ 2郡において、CHPS拡充が促進される。

成果：
1.  プログラム関連情報が収集され、日本側関

係者に共有される。
2.  ガ国保健セクターにおいてプログラムの成

果が政策・制度や他ドナーの活動に反映さ
れる。

活動：
・プロジェクト合同調整委員会（JCC）の開催
・既存CHPSの把握とレビュー
・研修の実施（RHMT・DHMT・CHN・CHO・SDHT・CHV）
・パフォーマンス・スタンダードの作成（RHMT・DHMT・CHN・CHO・CHV）
・CHPS拡大計画の作成支援
・ DHMT, 郡議会、郡保健委員会、他セクター、NGOや他の援助機関とCHP活
動に係る支援の連携を強化するための会議（郡）CHPSフォーラムの実施

・CHO・SDHT研修ニーズの把握及び研修用モジュール作成
・現地NGO再委託
・合同定例会議の開催
・研修の実施（RHMT・DHMT・CHN・CHO・SDHT・CHV）
・ CHPS活動モニタリング・評価マニュアルの作成 /CHPS保健情報システムガ
イドラインの策定

・ スーパービジョンシステムの現状分析及びガイドラインの策定 /スーパービ
ジョン研修（SDHT)

　リファラルカウンターリファラル体制の改善支援
・現地NGOによる住民参加促進活動実施
・相互視察とグットプラクティスの共有
・本邦研修の実施
・プロジェクト合同調整委員会（JCC）の開催

活動：
・ 協力対象範囲の検討、機材仕様等の検討、相手側との合意形成（基
本設計調査）

・州 /郡病院の活動に必要な基本的医療機材の調達、据付
・保健所の活動に必要な基本的な医療機材の調達、据付
・コミュニティ保健師養成学校の教育実習機材の調達
・州 /郡病院の患者搬送に必要な救急車の調達
・保健所への無線機の調達、据付

活動：
・ ステージ 1郡における安全な水の供給、衛生・栄養等
に関する啓発及び住民参加の活動促進（村落開発普及員、
公衆衛生、栄養士等）

・ ステージ２郡におけるCHPS拡充への活動支援（保健師、
看護師等）

・ 協力隊員活動支援と配属先・他スキームとの調整（フィー
ルド調整員）

活動：
・ プログラム定例会議でのプログラム関連情
報提供

・ 中央政府のCHPS拡充にかかる政策・制度
へのアドバイス

・他ドナーとの連携促進
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スキーム プロジェクトの要約 指標 入手手段
評価

事前 中間 終了

プログラム プロ目 アッパーウエスト州の住民の健康状
態が改善する。

1. 妊産婦死亡率
2. 5歳未満児死亡率

1.  5年ごとにおこなわれるガーナ人
口保健調査（2008年及び2013年
実施予定）

2. MICS（ユニセフ支援）2006

2006年11月
中旬以降
予定

未定 未定

技プロ

プロ目

機能しているCHPSゾーンの拡大に
よって、対象地域住民の良質な基礎
的保健サービスへのアクセスが向上
する。

1.  ステージ１郡で機能しているCHPSゾーン数が郡保健局
の拡大計画によって増加する。

2.  ステージ１郡で予防接種率、妊産婦死亡率、専門技能者
の立会いによる出産の数、避妊実行率が上昇する。

3.  2郡で改善されたリファラルシステムやリファラルガイ
ドラインが他の6郡で導入される。

4.  2009年までにステージ２郡の50％以上で効果的・効率
的な監督システムが導入される。

5.  2009年までにステージ１郡で改善された住民参加方法が
他の郡で導入される。

・郡保健局報告書
・ モニタリング・評価報告書（プロ
ジェクトがモニタリング・評価方
法構築）

2008年予定 2009年予定

成果

1.  州保健管理局及び郡保健局の
CHPS拡大にかかるマネジメント
能力が向上する。　

1.  RHMT及びDHMTによるモニタリング・評価結果の活用
事例数が上昇する。

2.  DHMTにより郡ごとのCHPS拡大計画が毎年見直されて
作成される。

3. CHPS拡大に係る郡保健局の年間予算が増加する。
4.  2007年から郡議会がCHPS拡大にかかる予算を年間予算

に計上する。
5. DHMTの業務遂行能力が向上する。

・ 郡保健局報告書
・  パフォーマンス・スタンダード

による評価
・モニタリング・評価報告書

2.  CHOおよび準郡保健チーム
（SDHT）の能力が向上する。

1. SDHTの業務遂行能力が向上する。
2. CHOの業務遂行能力が向上する。
3.  コミュニティのCHPSでうけられる保健サービスに対す

る満足度が上昇する。

・  パフォーマンス・スタンダード
による評価

・クライアント満足度調査報告書
・モニタリング・評価報告書

3.  CHPS活動に関する監督システム
が改善される。　　

1.  RHMT、DHMT、SDHT、CHOによるスーパービジョン
結果の活用事例数が増加する。

2. スーパービジョン年間行動拳行率が上昇する。

・モニタリング・評価報告書
・スーパービジョン報告書
・CHPS報告書

4.  CHPS、ヘルスセンター及び病院
間のリファラル・カウンターリ
ファラル体制が改善される。

1. リファラルガイドラインの利用度上昇。
2. 保健所及び病院へのリファラル数上昇。

・ CHPS報告書
・ 郡病院報告書
・モニタリング・評価報告書

プログラムPDM 平成 18年 7月 21日作成
別添資料 2　　　　　　
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スキーム プロジェクトの要約 指標 入手手段
評価

事前 中間 終了

無　償

プロ目

1.  アッパーウエスト州内の全ての郡
病院、及び全ての保健所において
医療サービスが改善される。

2.  CHPS、ヘルスセンター、病院間
のリファラル体制が改善される。

3.  アッパーウエスト州にあるコミュ
ニティ保健師養成学校の教育環境
が向上する。

保健所： 「外来受診者数」、「周産期健診件数」、「分娩
件数」

病院： 「外来受診者数」、「周産期健診件数」、「分娩件
数」、「帝王切開件数」、「手術件数」、「超音波
診断件数」、「血液検査数」、「献血件数」

CHN養成関連： 「実習機材を使用する授業数」、「教育機
材を使用する授業数」

リファラル関連： 「受入れ紹介患者数」、「送り出し紹介
患者数」

CHN養成校への質問表
GISのルーチンデータ

成果

1.  州/郡病院において医療機材が整
備される。

2.  保健所の医療機材が整備される。
3.  コミュニティ保健師養成校におい

て教材実習機材が整備される。
4.  保健所や郡（州）病院において無

線機や救急車が整備される。

納入機材数、種類 業務月報・完工報告書

JOCV

プロ目 住民参加を通したコミュニティの健
康改善活動が促進される。

・プログラムに対する効果の言及
・レベルを下げた指標の設定（検討中） ・隊員報告書

成果

1.  ステージ1郡において、住民の
水・衛生・栄養等健康に関する知
識が増進されるとともに、住民の
健康改善活動が促進される。

2.  ステージ2郡において、CHPS拡
充が促進される。

・隊員報告書

個別専門家

プロ目
CHPS拡充に関する、プログラムの
成果を踏まえた、政策・制度が整備
される。

成果

1.  プログラム関連情報が収集され、
日本側関係者に共有される。

2.  ガ国保健セクターにおいてプログ
ラムの成果が政策・制度や他ド
ナーの活動に反映される。

プログラム定例会議（援助調整専門家、技プロ、JICA事務
所、JOCV）での報告内容
プログラムの成果に関する中央レベルでの会議での報告内
容と数
プログラムの成果が国家マニュアル、ガイドライン、研修
モジュールに反映された内容と数、プログラムの成果が他
のドナーの活動に反映された内容と数

プログラム定例会議議事録
保健省との会議議事録
国家マニュアル
ガイドライン
研修モジュール
ドナー会議議事録
ドナー活動報告書
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ガーナ国アッパーウエスト州住民の健康改善プログラム作業工程表（2006 − 2007） 平成 18年 9月 6日作成
別添資料 3　　　　 　
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ガーナ国アッパーウエスト州住民の健康改善プログラム作業工程表（2008 − 2009） 平成 18年 9月 6日作成
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2 - 4　インドネシア国南スラウェシ州地域開発プログラム 5 

1.　協力プログラムの戦略性強化の背景
インドネシア国では、国民の生活と福祉の質の向上に目覚しい成果を挙げてきた一

方で、地域間の格差（貧富）が生じてきている。地域間の発展格差は、ジャワ及びバ
リ島の大都市への人口の過度な集中、環境破壊・汚染等の問題を生むとともに、後進
地において社会不安・分離独立運動を引き起こす一因ともなっている。特に貧困地帯
として東部インドネシア地域は国全体の中でも他地域との差は顕著であり、インドネ
シア政府は、地域開発を、地方分権化と共に政府が早急に取り組むべき重要な課題と
して第六次 5 カ年計画や国家開発計画（PROPENAS）の中で取り上げ、国家開発計
画の重要な政策アジェンダとして、ドナー側へも支援が要請されていた。わが国は、
1960 年代より東部インドネシア、中でも、南スラウェシ州を中心に様々な協力を実
施してきた。今まで当地域へなされた支援の実績と効果、構築された人的ネットワー
ク及び東部インドネシアにおける南スラウェシ州の大きな役割が認識され、地方分権
化支援と合わせ地域開発のための本プログラムが検討された。

JICA のプログラム事業としてクロス・セクトラル（農業や教育などのセクター
を超えた）な地域開発となった背景には、今までの援助方式への反省がある。従来
JICA が実施してきた対インドネシア支援は中央省庁からの要請に基づく案件の形成
が主流だったため、省庁縦割りベースに、セクターごとに異なる地域を対象として協
力を実施する傾向にあった。また、同じ地域で実施する協力であってもセクターを超
えた連携は効果の発現までに至っておらず、案件間の相乗効果の確保という点からは、
必ずしも効果的な協力とはなっていなかった。よって、地域単位で包括的に計画・実
施することが、特に地方分権化の進展により、地方政府の役割・権能の強化のために
も、緊急に求められていた。

2.　協力プログラム概要
（1）目標：南スラウェシ州の開発を通じた貧困削減の促進
 　プログラムは 3 つのサブプログラムに分かれ、プログラムの上位には、東部イン
ドネシアの開発（格差是正、貧困削減）を置いている。

　　　　　　　　東部インドネシア地域開発プログラム　　　地域間格差是正と

　　　　　　　　　　　↑　　　　　　　　　↑　　　　
貧困削減を目的とする

　　　南スラウェシ州地域開発プログラム　　　東北インドネシア開発プログラム
　　　　↑　　　　　　↑　　　　　↑
マミナサタ都市圏　　地域経済振興　　社会開発
開発サブプログラム　サブプログラム　サブプログラム
5　 調査研究「事業マネジメントのあり方」（テーマ 1）第 5 回研究会報告資料
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（2）期間： 2005 年− 2011 年　（一応、ローリングプランでは 6 年間が記入されて
いるが、2015 年、あるいはそれ以上を見据えた事業計画である）

（3）コンポーネント：　
　本プログラムは 3 つのサブプログラムからなる。
　⑴ 「マミナサタ都市圏開発」サブプログラム　地域の発展を牽引する都市部の開

発：都市環境整備、都市交通整備、民間事業化支援
　⑵ 「南スラウェシ州経済振興」サブプログラム　地域全体のバランスの取れた開

発：地場産業の振興、生産・加工・流通システムの強化、貿易振興
　⑶ 「社会開発促進」サブプログラム　社会開発の推進：地域の保健衛生、地域教

育システムの普及、社会開発（特に教育、地域保健、村落開発）分野に集約し
た JOCV 派遣

サブプログラムの目標とコンポーネントの構成

 （4）目標達成までのシナリオ
 　次の3つのアプローチに基づき3つのサブプログラムが相互に連携を取りながら、
地域全体の開発をすすめる。
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＜ 3 つのアプローチ＞
　⑴ 都市部開発 + 農村部開発の有機的連携（都市部と農村部の地域間連携による

相乗効果、州総体としての発展）
　⑵ 地方行政と地域社会への複層的アプローチ（地域社会への直接的な裨益効果と

地方行政による成果の波及の双方を重視。）
　⑶ プログラムの全体開発構想（州政府の開発計画との整合性）に基づき、実施に

あたって各案件間の連携を可能な限り促進。

特に、他のサブプログラムより実施が先んじている「マミナサタ都市圏開発サブプ
ログラム」は州都であるマカッサルを中心に都市機能を充実させ、環境に配慮し、ま
た住民が住みよい都市圏づくりを目指すと同時に、州全体の経済の牽引役となれるよ
う、州政府及び関連する 3 の県と市のレベルの行政官のキャパシティ強化、制度構築
も行なう。州の農村部は「社会開発促進サブプログラム」で教育と医療分野を中心に、
コミュニティレベルでの能力強化を図り、さらに、州全体の経済の活性化に向けて、
州の地方のコミュニティと都市部を地場産業の振興「地域経済振興サブプログラム」
でつなぐ構想である。

プログラムイメージ

Driving Force (
))

)

Driving Force (
))

)

3.　特徴
◦　 相手国と共に開発計画（本プログラム）を作りながら、日本の援助を中心にプ

ログラムのシナリオが作られた。
◦　 クロス・セクトラルな地域開発は、事業のカバレッジの広さ、地域事務所、重

層的な目標設定など、多くの点で先進的な試みがされている。
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◦　 南スラウェシ州という地域を絞り込んだ上で、重点課題を見出し、上のプログ
ラム（ここでは東部インドネシア）との関連で計画を作成している。

◦　 国内に地域事務所（マカッサル・フィールド・オフィス : MFO）の設置によ
る州の関係者との緊密な関係を作り、マネジメント体制を拡充している。

◦　相手国 C/P との密接なやり取りによる高い CD 効果を目指している。

4.　教訓と提言
◦　計画時からの協議
相手側である南スラウェシ州の計画局と、計画作りから協議を続け、それにより、

徐々に相手側の意識を変え、さらに相手側のオーナーシップの向上につながっている。
　★計画時からの相手側との協議を重視する。

◦　MFO の設置とプログラムマネジャーの配置
多くの関係者を巻き込みかつ多くの事業を管理するためには、プログラム専任の職

員あるいは専門家を置き運営管理する。相手側実施機関が地方の州の場合、援助する
側も中央に居たのでは、十分に協議をする事ができない。

　★ 地方自治体を対象とする場合、プログラム内容を十分に協議し実施するため、
相手側と同じ目線、同じ環境に援助側も自らをおき、密接な連携ができるよう
に努力する。

◦　重層的また遠い将来を見据えた計画作り
南スラウェシ州の位置づけを州自体の開発の重要性と共に、東部インドネシア地域

の中の役割、また、それまでの日本の援助の経験から引き出される優位性に注目して
計画が作られてきた。援助のアプローチとして（特に上記の（２））行政とコミュニティ
の両方へのアプローチを行い、上からと下からの開発を同時に進めている。

　★計画の方向性が明確で、プログラムの位置づけが明確である。
　★  CDの視点が活かされ、コミュニティレベルと行政レベルの双方に働き掛ける

援助手法が使われている。

◦　実施可能性とプログラム規模に関する注意
一方で、全体の方向性は、貧困削減、そのための東部地域、さらにその中の南スラ

ウェシ州、さらに３つのサブプログラムと、順を追って理解される半面、個々のサブ
プログラムを構成する事業計画の詰めが具体化されていない。相手国と共有できる将
来像ばかりではなく、当面の実施可能な事業目的や責任範囲をリソースの可能性と共
に検討する必要がある。

　★ プログラムの方向性ばかりではなく、実施及び目標の達成可能性（「貢献」であっ
ても）を十分検討した上で、できるだけ具体的な内容を実施期間を明確にして
計画する。
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参考資料3　PCM手法の考え方
3 - 1　PCM 手法の導入 

PCM 手法は、プロジェクトを計画し、実施をモニターし、成果を評価するためのツー
ルです。PCM 手法の構成は、この目的に対応して、プロジェクトの「計画立案」段
階と「モニタリング・評価」段階のふたつからなっています。そして、さらにそれぞ
れの段階が、問題系図、目的系図、PDM、モニタリング・システムなどといった小
さなツールから構成されています。個々のツールはそれぞれに別個の起源を持つもの
であり、必ずしもPCM手法のオリジナル・ツールというわけではありません。PCMは、
全体でひとつのツールというよりも、さまざまなツールの体系的な集合体と理解した
方が実態に即しているでしょう。

また、PCM の計画立案段階は、「参加型計画手法」と呼ばれ、プロジェクト関係者
が集まったワークショップの場で、参加型で実行されることを前提としています。

JICA では、1994 年に、プロジェクト運営管理手法として PCM の導入が決定され
ました。その決裁文書のなかでは、現地でワークショップを開催し、相手国側と合意
を形成しながらプロジェクトを計画する（PDM を作成する）ことが奨励されていま
す。しかし一方で、ワークショップを行なわずに、先方の同意を得て PDM を作成す
るケース、あるいはワークショップを行なわず、JICA 側が独自に PDM を作成した後、
相手側の承認を得るケースも容認されています。

図A3 - 1　PCM手法の全体構成
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現在（2007 年度）の運用の実態もそのようになっています。

1.　総投入予定額１億円以上のプロジェクトでは PDM を作成する。
2.　 PCM 計画立案のプロセスに従って PDM を作成することが推奨されてはいる

が、求められているのは PDM であり、作成手法は必ずしも PCM でなくても
構わない。

3.　 参加型の現地ワークショップの実施は、推奨されているが、必須ではない。

3 - 2　PCM 手法によるプロジェクトのデザイン 

プロジェクトのデザイン手法には PCM 以外にもいくつかの手法がありますが、本
ハンドブックでは、以下の理由から、PCM 手法を中心に解説しています。

1.　 PCM 手法は PDM の作成に特化して組み立てられているため、PDM を作成す
るプロジェクトにおいては、PCM 手法をもちいることが、最も確実に整合的
な PDM を作成する方法である。

2.　 PCM 手法は、他の手法と比較して、以下の点において説明責任の確保に優れ
ている。

◦　飛躍や属人的要素が少ない。
◦　比較的単純な論理に基づいているため理解しやすい。
◦　計画プロセスが視覚化されて残る。
◦　 ワークショップにおいて PCM 手法をもちいた場合、関係者のニーズや意見

を反映しやすい。

ただし、案件によっては PCM 手法があまり有効に働かないものもあります。その
場合は、PCM を補完する手法や PCM に代わる手法をもちいることも考えなければ
なりません。

3	-	2	-	1　PCM手法をもちいる場合の留意点
プロジェクトのデザインに PCM 手法をもちいる場合、いくつか注意すべき点があ

ります。ひとつは、CD の視点やプログラム的発想といった、新しい考え方が導入さ
れたことによって、旧来の PCM 手法では対応しきれない点が出てきているというこ
と。もうひとつは、手法にもともと備わっていた短所や限界です。以下にこれらにつ
いて解説します。

（1）CDおよびプログラムに起因する留意点
1. 　プログラムを構成するプロジェクトの場合、上位目標やプロジェクト目標がプ



148

事業マネジメントハンドブック

ログラムの目標や成果としてすでに決まっているケースが多くなります。このよ
うな場合は、図 A3 - 1 に示したようなテキスト通りの順序で PCM を使うことは
できなくなります。

  　このような場合は、すでに決まっている上位目標やプロジェクト目標を問題の形
に置き直したうえでテキストの流れに乗せれば、従来どおりの使い方ができます。

  　上位目標やプロジェクト目標を中心目的として、目的分析から始めることも考
えられます。しかし、このやり方は、現状分析にもとづかない、解決手段が先に
ありきのプロジェクト計画になりがちなので、あまり推奨はできません。

2. 　相手国の包括的で内発的な開発能力の強化とその維持発展を目指す CD の視点
からは、上位目標の達成がきわめて重要になります。なぜなら、上位目標がプロ
ジェクトの開発効果に広がりと持続性を与えるからです。

  　これまで、上位目標は、プロジェクト目標のインパクト（波及効果）としてと
らえられ、ともすれば軽視されがちな傾向にありました。しかし、これからは、
CD の達成のためにも、プログラム的な効果の発現のためにも、プロジェクトの
上位目標は、具体的で現実的なものとして、達成が期待されることになります。

  　そのため、プロジェクト計画においては、プロジェクト目標から上位目標にい
たるシナリオや、リスク管理を念頭に置いた外部条件の洗い出しなど、これまで
の PCM によるプロジェクト計画では必ずしも十分に行なわれてこなかった部分
を、しっかりと充実させる必要があります。具体的には、上位目標レベルの開発
課題を中心問題として問題分析を行なうことや、「参考資料 5　リスク管理」を参
考にリスクの洗い出しを行ないます。

（2）手法そのものに起因する留意点
1. 　PCM 手法では現存する問題を裏返すかたちで解決策を探します。そのため、

おのずと発想は現存する問題にもとづくものになり、現状の問題にとらわれない、
自由で大胆な発想による現状改善策が出にくい傾向があります。

  　そのような場合は、問題分析を行なう前に、あるいは問題分析が終わった時点
で、ブレーンストーミングなどをもちいて自由な発想で解決策を洗い出しておき、
それを目的分析の際にもりこむようにするとよいでしょう。あるいは、補完的な
手法として、KJ 法や SWOT をもちいて計画を立てることも可能です。

2. 　PCM 手法は、原因−結果、手段−目的など、縦の関係を分析する線形思想に
もとづいた手法であるため、要素間の横の関係や循環的な全体構造が見落とされ
がちです。

  　このような場合は、PCM 手法で計画された PDM をもとに、当該分野の専門家
が専門的見地から要素間の関係をチェックし、計画を修正するという形で対応す
ることができます。あるいは、システム思考などの非線形思考にもとづくツール
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を補完的にもちいることも一法です。

3	-	2	-	2　補完的手法の活用
前項 3 - 2 - 1 は PCM 手法をもちいるうえでの留意点でした。しかし、PCM 手法

だけでは十分なプロジェクト計画が難しいと判断される場合もあります。そのような
場合は、PCMに代わる手法やPCMを補完する手法をもちいることが必要になります。

図A3 - 2　PCM手法とその他の補完的手法

1. 　PCM 手法は「現存する問題」を解決するという発想に立った問題解決型手法
です。そのため、新規事業など、問題を明確にできない場合には使いづらいも
のです。新規事業は、まだなにも始めていないので、「現存する問題」というも
のが存在しないのです。このような場合は、当該分野の専門家が PCM 以外の手
法をもちいて専門的観点から計画を立てることも可能です。あるいは、KJ 法や
SWOT などをもちいて参加型で事業計画を立てることも一法です。

2. 　PCM 手法は成果主義にもとづいた目標管理型のツールです。そのため、住民
エンパワメント型のように、事前に目標を設定したり計画を立てたりすることが
難しいプロセス重視型の案件での使用には慎重を要します。

  　このような場合は、プロジェクトのなかで、計画できる部分とできない部分を
切り分けて考える必要があるでしょう 6。

6　 「セネガル総合村落林業開発計画プロジェクト（PRODEFI）第 1 フェーズ（2000-2005）」で開発され
た PRODEFI モデルは、外部者と地域住民の関わりをふたつの段階に分けて考えています。第 1 段階
は大勢を対象にした集中的な研修を行なう段階。第 2 段階は、第 1 段階のあとに住民が活動を具体化
させる段階です。PRODEFI モデルでは、第 1 段階の研修部分、および第 2 段階の住民による活動内
容が決まってからの部分に関しては計画可能であるとしていますが、第 1 段階と第 2 段階を通して計
画することはできないとしています。なお、PRODEFI モデルでは、計画できる部分に関しても、必
ずしも PCM 手法をもちいることを推奨しているわけではありません。（野田直人『セネガル総合村落
林業開発計画の経験から　−地域住民の自主性を引き出す援助アプローチ−』2006 年、JICA）
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3 - 3　PCM 手法と参加型ワークショップ 

前述の通り（参考資料 3 - 1）、PCM 手法の計画立案段階は参加型ワークショップ
の場で実行されることを前提としています。しかし、JICA での適用にあたっては、
参加型ワークショップの実施は、推奨されてはいますが必須とはされていません。し
たがって、参加型ワークショップを開催するかどうかはプロジェクト担当者が判断す
ることとなります。以下に参加型ワークショップの利点と留意点をまとめますので、
これらを判断の一助としてください。

3	-	3	-	1　参加型ワークショップの利点
1.　 受益者や関係者の意見を直接聞きながら計画することで、当事者のニーズに

あった計画ができる。
2.　 関係者が直接話し合い、一歩一歩内容を確認しながら計画を進めていくことに

より、計画内容に関する合意形成がなされる。
3.　 このプロセスを通じて、関係者間の一体感が醸成され、その後のプロジェクト

運営を円滑にする効果がある。
4.　 プロジェクトに対する当事者意識（オーナーシップ）が育ち、関係者の内発的

な関与が期待できる。また、それにより自立発展性の高まりが期待される。
5.　多くの関係者が関与することにより、プロジェクトの透明性が高まる。
6.　 受益者側の知識と経験、労力、資源を活用することになり、プロジェクトの効

果的・効率的な運営が期待できる。

3	-	3	-	2　参加型ワークショップの留意点
1.　 ワークショップ出席者の知識や経験、利害関係や価値観によって計画内容が左

右される。いわば、たまたまその場にいた人の意見で計画が策定される。
2.　 そのため、事前に「関係者分析」を行なうなどして、出席者を厳選する必要が

ある。「参加型だから、とにかくたくさんの人に集まってもらう」ということ
ではない（「4 - 7　内発性を高めるプロジェクト運営」参照のこと）。

3.　 ワークショップは手間と時間がかかるので、十分な投入と時間を見込んだワー
クショップ実施計画を立てる必要がある。なお、手間と時間がかかることがワー
クショップの欠点であるとは一概には言えない。計画段階に十分な時間をかけ、
計画に関する関係者の合意をしっかりと取っておくことは、プロジェクト・マ
ネジメントの基本中の基本である。そのために必要な手間と時間を惜しむべき
ではない。

4.　 ワークショップで作られた計画は、そのワークショップに参加した人々の経験
と知識と意向によって内容が決定される。場合によっては、内容に偏りや抜け
があることもありうる。そのため、作成された計画は、当該分野の技術的専門家、
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JICA や相手国側 C/P 機関といった実施機関の責任者等の観点から、その内容
を再検討する必要がある。なお、ワークショップ出席者、その他関係者には、ワー
クショップの目的と成果品の利用方法（その後の検討により計画内容が修正さ
れうることなど）を事前に伝えておく。

3 - 4　PDM 

PCM 計画立案段階の主要な成果物である PDM（Project Design Matrix）は、プ
ロジェクトのおもな構成要素とその論理構成をひとつの表にまとめた、プロジェクト
計画の概要表です。PDM は、PCM 手法が開発される以前からログフレーム 7 という
名前で援助機関で多用されてきた歴史的経緯もあり、PCM 手法の中でも比較的、独
立性の強いツールです。つまり、必ずしも PCM 手法のプロセスを経ることなく、直接、
あるいは他の手法をもちいて、PDM が作成されてきた歴史があり、現在でもそれは
ありうるということです。

現在、JICA においては、総投入予定額 1 億円以上のプロジェクトでは PDM を作
成することが義務づけられていますが、その作成手法は、必ずしも PCM 手法でなく
てもよいということになっています。これは、裏返すと、1 億円以上のプロジェクト
では、PCM 以外の手法をもちいて事業計画を行なった場合であっても、その計画内
容を PDM の様式にまとめることが要求されていることを意味します。

プロジェクトの構成（投入、活動、アウトプット、目標、目的という階層構造）は、
どんな手法で計画しても基本的に変わらないことを考えると、PCM 以外の手法をも
ちいた場合であっても、その内容を PDM の様式に整理することに大きな困難はない
はずです。また、事業管理のもっとも基本となる書式がばらばらでは組織として事業
を適切にマネージできないため、1 億円以下のプロジェクトであっても、可能なかぎ
りプロジェクト計画の概要を PDM にまとめることを推奨します。

ただし PDM はプロジェクト計画の結果を要約した概要表にすぎません。そのよう
な PDM（計画）にいたった背景や根拠といった情報は PDM には記載されません。
したがって、それら背景を詳細に記録したプロジェクト計画文書（プロジェクト・ド
キュメントなど）を充実させ、PDM だけがひとり歩きしないように注意をする必要
があります。その他、以下に示す PDM の利点と限界を念頭に置いて、適宜、必要に
応じて PDM を補完する計画文書を作成し、関係者で共有するようにしてください。

7　 ログフレームはロジカル・フレームワークの略称。PDM とログフレームは基本的に同じものと思って
差し支えありません。厳密には、ログフレームに様々なバリエーションがあり、そのひとつが PDM
ですが、バリエーションといっても大同小異であり、基本的な構成と使用目的は変わりません。『JICA
事業評価ガイドライン』では、PDM が日本独自の通称であり、海外ではログフレームの用語が広く一
般的にもちいられていることに配慮して、PDM に代えて、ログフレームの通称をもちいることを奨め
ています。
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3	-	4	-	1　PDMの利点
1.　 PDM は階層別の目標、指標、外部条件、投入といった、プロジェクトの主要

な構成要素を、その論理構成も含めて網羅的に整理しているため、プロジェク
ト・スコープを一目で概観できるという意味で、プロジェクトの概要表として
優れている。

2.　 PDM の構成にしたがってプロジェクトを整理すると、上位目標という目指す
べき方向を定めたうえで、その実現に貢献するための戦略を考えていくことに
なり、目標管理型の、秩序だった論理的なプロジェクト計画ができる。

3.　 PDM は、プロジェクト計画に一定の整合的・論理的な枠組み（フレームワーク）
を提供するため、もれや重複、計画者によるぶれなどの少ない計画を立てるこ
とができる。

3	-	4	-	2　PDMの限界
1.　 PDM は、プロジェクト実施のプロセスで起こりうるすべてのことを表すもの

ではない。すべての計画というものがそうであるように、PDM はあくまでも
計画段階における予測可能な範囲で立てられた計画（仮説）である。

2.　 PDM は成果主義にもとづいた目標管理型のツールである。そのため、住民エ
ンパワメント型プロジェクトのように、事前に目標を設定したり計画を立てた
りすることが難しいプロセス重視型の案件での使用には注意が必要。

3.　 PDM はプロジェクト計画の結果だけを示すものであり、そのような PDM（計
画）にいたった議論のプロセスや背景は示されない。そのため、プロジェクト
計画の議論のプロセスや、計画の構成要素の意味などを解説したドキュメント
を計画文書の本体として充実させ、PDM はそれに添付される計画概要表とい
う位置づけでもちいるべきである。

4.　 PDM はあくまでも計画の概要表であり、プロジェクト実施管理のツールでは
ない。プロジェクトの実施段階においては、PDM 以外に、活動計画表（PO）、
あるいは、スケジュール管理、コスト管理、要員管理など、必要に応じて個別
の詳細計画文書を作成して管理する。
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参考資料4　プロジェクト計画のツール
本ハンドブックの各所で、PCM を補完する手法や PCM に代わる手法として、い

くつかのプロジェクト計画ツールに言及されています。ここでは、それらのツールに
関して、ごく簡単にその概要を紹介します。詳細は、それぞれにさまざまな文献や情
報が入手可能ですので、それらの情報にあたってください。

4 - 1　SWOT 分析 8 

強み（Strengths）、弱み（Weaknesses）、機会（Opportunities）、脅威（Threats）
の４つの視点から状況を分析し、その結果にもとづいて事業を計画する手法です。経
営改善や組織強化にもちいられることが多い手法です。

強みと弱みはその組織に内在する経営的あるいは運用上の強みと弱みです。競合組
織と比較した際の比較優位（強み）および比較劣位（弱み）という見方をすることも
あります。機会と脅威は、その組織をとりまく外部環境です。その組織の成長機会と
なる外部環境が機会であり、致死脅威となる外部環境が脅威です。

まず、組織や共同体の内部要因と外部環境を分析し、それらを以下のようなマトリッ
クスに整理します。

表A4 - 1　SWOTマトリックス

強み（Strengths） 弱み（Weaknesses）

因
要
的
内

・
・
・
・
・

・
・
・
・
・

機会（Opportunities） 脅威（Threats）

因
要
的
外

・
・
・
・
・

・
・
・
・
・

8　 参考：龍慶昭・佐々木亮（2002）『戦略策定の理論と技法』多賀出版
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次に、これら４つの要素を組み合わせた事業戦略を立てます。
1.　 組織が内在的に持つ「強み」を活かして、成長「機会」のある外部環境にさら

なる進出をはかる戦略が、「強み」と「機会」を組み合わせた拡大戦略です。
2.　 組織が「強み」を有しているが、外部に「脅威」的な環境がある場合は、「強み」

をさらに強化して「脅威」を回避するか、徐々に撤退に向けた準備をするかと
いった、継続／縮小戦略をとることになります。

3.　 組織にとっては「弱い」部分ですが、外部に成長「機会」となる環境がある場
合、「弱み」を強化して成長機会をつかむか、弱い分野からは撤退するかといっ
た、改善／縮小戦略をとることになります。

4.　 組織が「弱み」を有しており、さらに外部環境も「脅威」的である場合は、多
くの場合、撤退戦略をとることになります。

表A4 - 2　クロス SWOTマトリックス

強み
（Strengths）

弱み
（Weaknesses）

・
・
・
・
・

・
・
・
・
・

（seitinutropp
O

）

会
機

・
・
・
・
・

1. 強み×機会

拡大戦略

3. 弱み×機会

改善／縮小戦略

（staerhT

）

威
脅

・
・
・
・
・

2. 強み×脅威

継続／縮小戦略

4. 弱み×脅威

撤退戦略
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4 - 2　KJ 法 9 

考案者である文化人類学者、川喜田二郎のイニシャルをとって命名された手法です。
そもそもは学問的な方法論であり、創造性を高める発想法でしたが、その後、企業経
営や品質管理の手法として広くもちいられるようになりました。作業手順の概要は以
下の通りです。

1.　 ブレーンストーミングをもちいて、テーマについて思いつくことをすべてカー
ドに書き出す。

2.　 書き出されたカードを似たもの同士のグループに分け、大きな紙のうえにグ
ループごとに貼りだす。この時、内容的に近いと思われるカードやグループは
近くに、遠いと思われるものは遠くに配置するなどの工夫をする。

3.　貼りだされたグループごとに、その内容を表す表札カードをつける。
4.　 それぞれのカードやグループを線でつなぐなどして、原因−結果、目的−手段、

対立、相互依存など、カードやグループ相互の関係を図のうえに示す。
5.　このようにして問題を構造化し、それをもとに問題の解決策を考える。

図A4 - 1　KJ 法

KJ 法は、個人でも集団でも行えます。参加型で行なう場合は、ワークショップを
開催してもちいればよいでしょう。

9　 参考：川喜田二郎（1967）『発想法』中公新書、（1970）『続　発想法』中公新書
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4 - 3　システム思考 10 

例えば、PCM 手法では、問題の原因は何か、その原因の原因は何か、原因の原因
の原因は何か、あるいは目的を達成するための手段は何か、その手段を実現するた
めの手段は何か、手段の手段は何かといった具合に、直線的にものごとの関係を分
析します。こういった思考法は線形思考あるいは要素還元主義と呼ばれます。また、
PCM では、できあがった目的系図の一部を切り取ってプロジェクトにします。した
がって、プロジェクトとして取り上げられた部分は改善されますが、取り上げられな
かった部分は現状のままです。こういったアプローチを部分最適化といいます。まと
めると、PCM 手法は、要素還元主義にもとづく部分最適化を行なうアプローチとい
うことができます。

しかし、世の中の事象は直線的な関係だけで成り立っているわけではありません。
ものごとは相互に影響しあい、多くのものは循環的な関係にあります。このような関
係を、直線的なツリー構造としてではなく、循環的なウェブ構造としてとらえようと
する考え方を非線形思考といいます。また、部分最適化を行なった場合、部分的な介
入を行なったことが、プロジェクトとして取り上げなかった部分にマイナスの影響を
及ぼすこともありえます。このような事態を避けるために、現状の構造を全体として
とらえ、循環構造を利用して全体を改善しようとするアプローチがあります。これを
全体最適化のアプローチといいます。

この、非線形思考によって循環構造を明らかにし、事象の全体をひとつの構造（シ
ステム）としてとらえ、全体最適化を図るための代表的な手法が「システム思考」で
す。システム思考では、時系列変化パターングラフというツールをもちいて過去から
未来までの変化のパターンを確認し（図 A4 - 2）、ループ図というツールをもちいて
問題の構造（システム）を図化し（図 A4 - 3）、システム原型という、世の中のさま
ざまな事象に共通して見られる問題構造の基本パターンを参考にして、小さな力で大
きな変化を起こすための介入ポイント、レバレッジ・ポイントを見つけ出します。

10　 参考： 枝廣淳子・小田理一郎（2007）『なぜあの人の解決策はいつもうまくいくのか？』東洋経済新報社
　　　　　バージア・アンダーソン、ローレン・ジョンソン（2001）『システム・シンキング』日本能率
　　　　　協会マネジメントセンター
　　　　　ダニエル・キム、バージニア・アンダーソン（2002）『システム・シンキング　トレーニングブッ
　　　　　ク』日本能率協会マネジメントセンター



157

参考資料 4　プロジェクト計画のツール

参
考
資
料
4

図A4 - 2　システム思考：時系列変化パターングラフ

図A4 - 3　システム思考：ループ図
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4 - 4　BSC （バランス・スコアカード）11 

BSC（バランス・スコアカード）は、1992 年にロバート・キャプランとデビット・ノー
トンによって提唱された、企業戦略の評価・実行のための手法です。その特徴は、と
もすれば財務的視点だけで評価されてきた企業戦略を、より多面的な 4 つの視点にも
とづいて評価・実行しようとするものです。4 つの視点とは、①財務の視点、②顧客
の視点、③社内業務プロセスの視点、④学習と成長の視点です。財務諸表に表れなく
ても長期的に企業業績に大きな影響を与えるこれらの有形、無形の資産をバランスよ
く総合的に評価します。さらにこれら 4 つの要素間の因果関係を明らかにし、それを
もとに相互補完効果や相乗効果を生み出すような戦略を立て実行するのが BSC です。

BSC ではまず、企業がどこに向かっているのか（ビジョン）、どうやってそこに行
くのか（戦略）を明らかにし、戦略目標を設定します。次に、4 つの視点を基準に、
ビジョンと戦略を実現するための鍵となる重要成功要因（Critical Success Factors: 
CSF）を定義し、それら CSF の目標達成度を計測するための指標として業績評価指
標（Key Performance Indicators: KPI）を設定します。そして、それら評価指標を使っ
て目標値を設定し、目標値を達成するためのアクションプランを策定します。

BSC は企業経営のために開発されたものですが、近年、行政機関としては福岡県、
姫路市、千代田区、公営企業としては三重県病院事業庁、独立行政法人としては国際
協力銀行など、公共事業にも導入され始めています。公共事業では、より行政の目
標管理に適するように本来の BSC に改編を加えて工夫したものが活用されています。
例えば、4 つの視点を以下のように行政経営の観点から見直すなどといった具合です。

一般的な 4 つの視点：①財務、②顧客、③業務プロセス、④学習と成長
千代田区の 4 つの視点： ①区民サービス向上のために
　　　　　　　　　　　②適正な財政運営のために
　　　　　　　　　　　③仕事の進め方の改善のために
　　　　　　　　　　　④職員力・組織力向上のために

11　 参考： 小原重信、浅田孝幸、鈴木研一（2004）『プロジェクト・バランス・スコアカード』生産性出版、
千代田区 HP
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図A4 - 4　バランス・スコアカード

出所：平成 16 年度バランス・スコアカード（区民生活部）より筆者作成。
　　　千代田区HP　http://www.city.chiyoda.lg.jp/service/pdf/d 0008553_1.pdf（2007年11月アクセス）
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参考資料5　リスク管理
5 - 1　リスク管理の概要 

5	-	1	-	1　リスクとリスク管理
プロジェクトは、その定義からして、ひとつひとつが独自性の高い、前例のない事

業です。前例がないということは不確定要素が非常に多いということ、つまりリスク
が大きいということです。リスクとは、将来起こるかもしれない望ましくない出来事
です。起こる可能性もあるし、起こらない可能性もあるのがリスクです。したがって、
リスク管理とは、起こるかもしれない問題に備えることであり、リスクが実現しなかっ
た場合、備えは無駄になります。そのため、リスク管理はおろそかにされがちです。
しかし、リスクに備えることなく問題が起こった場合、プロジェクト管理者はその責
任を問われることになります。そして、プロジェクトの場合、何らかのリスクは必ず
実現するのです。

5	-	1	-	2　内的リスクと外的リスク
リスクには、以下のとおり、内的リスクと外的リスクがあります。

内的リスク：プロジェクトがコントロールできるリスク
　　　　　　（ 要員の確保、コストやスケジュールの見積もりなどに関するリスク）
外的リスク：プロジェクトがコントロールできないリスク

　　　　　　　　（市場動向、政府の政策などのリスク）

PDM の「外部条件」はプロジェクトではコントロールできない成功要因なので、
外的リスクです。PDM のリスクに関する項目は「外部条件」だけなので、PDM に
内部リスクに関する視点はないことになります。また、PCM の一連のプロセスにも
内部リスクを検討するプロセスは組み込まれていません。そのため、リスク管理にあ
たっては、意識的に内的リスクを検討対象に盛り込む必要があります。

5	-	1	-	3　リスク管理の流れ
リスク管理の全体の流れは図 A5 - 1 のとおりです。まず、組織としてあるいはプ

ログラム／プロジェクトとしてのリスク管理方針を明確にします。次に、予測される
リスクを洗い出し、洗い出されたリスクの発生確率や影響度を分析評価します。それ
によって対応策を講じるべきリスクを絞り込み、リスク対応策を準備します。その後
は、リスクが現実化していないかどうかを監視し、現実化の兆しがある、あるいは現
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実化していると判断された場合は、直ちにリスク対応策を実行します。リスク対応策
を実行し、リスクを乗り切ったあとは、リスク対応策を講じたことによる 2 次リスク
などにも注意しながら、さらなる監視をつづけます。また、リスクが発生し対応策を
実行した場合は、その前後の経緯や結果、反省点などを記録に残します。

図A5 - 1　リスク管理の流れ

5	-	1	-	4　リスクのレベル
リスクには以下のようなレベルの違いが考えられます。ただし、リスク管理の考え

方や方法は、レベルの違いによって大きく異なることはありません。

1.　プログラム・レベルのリスク
◦　 プログラム・デザイン・マトリクスの外部条件　（経済、政策、自然環境、

社会文化など）
◦　 他のプログラム・コンポーネント　（技プロ、無償、JOCV、個別専門家など）
◦　相手国／他ドナーのプログラム・コンポーネント
◦　プログラムの内的リスク

2.　プロジェクト・レベルのリスク
◦　 プロジェクト・デザイン・マトリクスの外部条件　（経済、政策、自然環境、

社会文化、人的要因など）
◦　相手国／他ドナーのプロジェクト
◦　プロジェクトの内的リスク

3.　活動レベルのリスク
◦　個々の活動を実施する上での障害となるリスク
◦　プロジェクト・デザイン・マトリクスの前提条件
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5 - 2　リスク管理方針策定 

リスク管理に先立ち、組織としてのリスク管理に対する基本方針と管理システムを
明らかにします。基本方針とは、リスクに対する視点（リスク管理の優先度、リスク
の許容度、リスク管理における最優先事項など）、リスク管理教育、リスク管理関係
者のネットワーク構築などといった、組織のリスクに対する基本姿勢を示すものです。
管理システムとは、リスク管理の体制、リスク管理の方法などです。

組織としてのリスク管理方針が存在しない場合は、プログラムおよびプロジェクト
ごとにリスク管理方針を策定します。

5 - 3　リスクの洗い出し 

漠然とプログラムやプロジェクト全体に関するリスクを考えてもなかなか思い浮か
ばないものです。リスクの洗い出しにあたっては、上記 5 - 1 - 4 のレベルごとにリ
スクを考えた方が、的を絞ることができて考えやすいでしょう。

5	-	3	-	1　リスクの洗い出しのツール
1.　ブレーンストーミング

関係者によるブレーンストーミング
 政策レベル、プログラム・レベル、プロジェクト・レベル、活動レベルなど、リ
スクのレベルに応じたブレーンストーミングを行なう人の人選が重要

2.　文書レビュー
当該プロジェクトの計画文書、契約文書等のレビュー
過去の類似プロジェクトの文書レビュー

3.　インタビュー
類似プロジェクトの経験者、当該分野の専門家・識者へのインタビュー

4.　チェックリスト
 過去の類似プロジェクトの経験から、組織としてのチェックリストを作成し、そ
れを参照する

5	-	3	-	2　リスクの例
1. 外的リスク

◦　天候　（台風、地震、干ばつ、洪水、山火事など）
◦　政権交代、政策変更、政情不安、汚職
◦　相手国政府からの支援不足
◦　外部関係者との関係不全、コミュニケーション不足、関係悪化
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◦　経済不安　（インフレ、利子率、為替レート、経済破綻など）
◦　インフラ施設の不備、不全　（移動手段、輸送手段、関係施設など）
◦　法律・制度による制限
◦　調達先、サブコントラクター、コンサルタント等の能力不足、遅れ

2.　内的リスク
◦　不適切なプログラム／プロジェクト計画
◦　チームメンバーの技術力不足、能力不足
◦　チームメンバーの病気、異動、退職
◦　C/P 機関その他関係機関の組織力不足　（予算、機材、施設、制度）
◦　コミュニティのプロジェクトへの無関心、非協力
◦　内部関係者との関係不全、コミュニケーション不足、関係悪化

5 - 4　リスクの分析評価 

リスクが洗い出されたら、それらのリスクひとつひとつの発生確率と影響度を評価
し、監視が必要なリスクを絞り込みます。すべてのリスクを監視するのは非効率的な
ので、発生しやすく、発生した場合に影響の大きいリスクに絞って監視をするのです。
発生確率とは、そのリスクが実現する確率です。影響度とは、そのリスクが実現した
場合にプロジェクトが受ける影響の大きさです。どちらも、高、中、低の 3 段階で評
価をする程度で実務上は充分です。影響度の高、中、低の考え方は以下のとおりです。

高： リスクが実現した場合、プログラム／プロジェクトの成功が非常に危うくなる。
中： リスクが実現した場合、アウトプットやマイルストーンの達成が危うくなる。
低： アウトプットやマイルストーンの達成までは脅かされないが、注意が必要。

図A5 - 2　リスク発生確率・影響度マトリックス
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すべてのリスクの発生確率と影響度を評価したら、リスク発生確率・影響度マトリッ
クス（図 A5 - 2）にもとづいて、それらのリスクを判定します。判定は、超高リスク、
高リスク、中リスク、低リスクの 4 種類です。

これら、超高、高、中、低の 4 段階に判定したリスクのうち、どの段階のリスクを
監視対象とするかは、前述の「リスク管理方針」のところで、組織として決めておく
べきことです。組織の運営方針や財務状況など、様々な要因にもとづいて決めるべき
ことですが、少なくとも、超高リスクと高リスクは監視するべきでしょう。このよ
うにして絞り込まれた監視対象リスクを、表 A5 - 1 のように PDM 上に記載します。
この PDM は、リスク管理用の PDM として、このあとのリスク管理の基本文書とな
ります。

表A5 - 1　リスク管理用PDM　（プロジェクトの場合）
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5 - 5　リスク対応策の準備 

監視の対象となるリスクが決まったら、次に、それらのリスクに対する対応策を準
備します。対応策は、リスクの発生をおさえるための「予防策」と、リスクが発生し
た場合の「発生時対策」の 2 種類になります。

1.　予防策
リスクの発生を未然に防ぐための対策。
リスクの原因を分析し、その原因を現実化させないための対策をたてる。

2.　発生時対策
リスクが発生した場合に、その影響を削減するための対策。
 リスクが発生した場合を想定し、それによる被害を回避あるいは軽減するための
対策をたてる。

リスクの判定結果と対応策の関係は、一例をあげると以下のようなものになります
が、これもやはり組織あるいはプロジェクトの「リスク管理方針」として決めておく
べきことです。

超高リスク：　予防策と発生時対策を立て、監視を続ける。
高リスク　：　予防策と発生時対策を立て、監視を続ける。
中リスク　：　発生時対策を立て、監視を続ける。
低リスク　：　特に対応策は立てずに、監視を続ける。

5 - 6　リスクの監視 

リスクの監視、すなわちリスク・モニタリングにあたっては、まず、誰がどのリス
クをモニターするかという、リスク・モニタリング担当者の分担を明確にする必要が
あります。PDM の外部条件および前提条件の欄にリスクを付記し、それぞれのリス
クに関してモニタリング担当者（相手国側、日本側）を明記して役割分担を明確にし、
その認識を関係者間で共有したうえでモニタリングを実施することを推奨します（表
A5 - 2 参照）。なお、誰がどのリスクをモニターするかの考え方はプログラムとプロ
ジェクトで異なります。プログラムについては第Ⅰ部 2 - 6 を、プロジェクトについ
ては第Ⅱ部 6 - 3 - 2 を参照ください。表 A5 - 2 はプロジェクトの場合の例です。
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表 A5 - 2　リスク・モニタリング用PDM　（プロジェクトの場合）

 
リスク・モニタリング担当者が決まったら、各担当者は表 A5 - 3 に示すリスク管

理表の考え方にもとづいてモニタリングを行ないます。ただし、フォーマットは必要
に応じて各プログラム／プロジェクトで最適なものに加工修正して構いません。

プログラム／プロジェクトのリスク・モニタリングの結果は、リスク管理方針にし
たがって、定められた関係者に報告します。具体的な報告方法と報告ルートはプログ
ラムとプロジェクトで異なるので、プログラムに関しては第Ⅰ部 2 - 6 を、プロジェ
クトについては第Ⅱ部 6 - 3 - 2 を参照してください。

リスクはプロジェクト実施上の重要な要件ですので、すべての定期報告書および定
例会議で毎回必ず報告のテーマとして取り上げることを推奨します。なお、リスクが
現実化した場合など、緊急の場合は、定期報告を待たず迅速に関係者に報告してくだ
さい。
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表A5 - 3　リスク管理表
リスク
No.

リスク
事象 原　因 プロジェク

トへの影響 確率 影響 判定 予防対策 発生時対策 監視
担当者

1
住民の識字
教室の参加
率が低い

授業内容が難
しすぎる／易
しすぎる

マーケティ
ング活動の
遅れ

1 3 3
（低）

参加率の増減傾向
調査
識字教室に関する
アンケート調査

授業内容のレベルの
調整
教材の変更・修正 Mr. A

2
識字教育の必
要性が認識さ
れていない

マーケティ
ング活動の
遅れ

1 3 3
（低）

参加率の増減傾向
調査
識字教室に関する
アンケート調査

識字教室キャンペー
ンの強化 Mr. B

3
作物貯蔵庫
の会計帳簿
が適切につ
けられてい
ない

農協担当者に
よる会計指導
が不適切

プロジェク
トに対する
住民の信頼
度の低下

2 3 6
（高）

会計帳簿の定期的
チェック
会計指導状況の定
期的チェック

会計指導を農協から
引き継いでプロジェ
クトで直接行なう Ms. C

4 会計担当者の
能力不足

プロジェク
トに対する
住民の信頼
度の低下

2 3 6
（高）

会計帳簿の定期的
チェック
会計指導状況の
チェック

会計担当者を複数に
してグループ制にす
る
住民集会で解決策を
考えてもらう

Ms. C

5 建設機械の
納期遅れ

納入業者が他
の顧客を優先
している

工期の遅れ 2 3 6
（高）

納期確認の電話を
いれる
納入条件を再交渉
する

工期の短縮（残業、
休日作業）
プロジェクト完了時
期を遅らせる手続き
をする

Mr. D
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参考資料6　プロジェクト実施管理のツール
プロジェクトの現場における実施管理は基本的にプロジェクトチームの責任範囲で

す。したがって、JICAプロジェクト担当者が実施の詳細を管理することはありません。
しかし、実施の進捗状況を常に把握しておく必要はあります。そのため、JICAプロジェ
クト担当者もプロジェクト実施管理にもちいられるツールの概要を知っておく必要が
あります。ここでは、JICA プロジェクト担当者が知識として知っておいたほうがよ
い主なツールの概要を紹介します。

6 - 1　スコープ管理のツール 

プロジェクトのスコープとは、プロジェクトが生み出すべき、特定の機能や品質を
持った製品やサービスと、それらを生み出すために実行しなければならない作業のこ
とをいいます。PDM の用語でいうと、上位目標、プロジェクト目標、アウトプット、
活動です。プロジェクトのスコープ管理とは、これらプロジェクトのスコープを明確
に定義し、その認識を関係者間で共有し、スコープがむやみに拡大したり縮小したり
することがないように管理をすることです。

上記のとおり、PDM の記載事項は主要なプロジェクト・スコープそのものなので、
PDM はプロジェクト・スコープ記述書に相当するものと考えることができます。し
たがって、PDM をもちいて管理を行なっているプロジェクトにおいては、PDM が
スコープ管理の基本文書になります。したがって、プロジェクト・スコープ管理のた
めにも、関係者が PDM に関する認識を共有しておくことは非常に重要なのです。

ただし、PDM はあくまでも概要書であり、詳細なプロジェクト・スコープが記載
されているわけではありません。そのため、スコープ管理実行上の直接的なツール
にはなり得ません。スコープ管理のための直接的なツールは、プロジェクトの目的
や目標を達成するために必要なすべてのアウトプットと活動をブレークダウンした、
WBS （Work Breakdown Structure）です。

6	-	1	-	1　WBSの作成手順
WBS はプロジェクトが生み出す成果物を上から下へとブレークダウンしていって

作成します。プロジェクト目標を要素成果物に分解し、要素成果物をさらにその構成
要素に分解し、といった具合に、成果物をどんどんブレークダウンしていきます。も
うこれ以上成果物として分解できないというレベルに達したら、今度はそれらの成果
物を作るための一連の作業を洗い出します。この一番下のレベルの作業のかたまりを

「ワークパッケージ」と呼びます。この作業が一通り終わったら、WBS 上のすべての
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成果物や作業に識別子（連番）をつけます。これを「WBS コード」と呼びます。

WBS の作成手順
1.　プロジェクト目標を明確にする。

このプロジェクトは何を達成するのか？
2.　プロジェクト目標を要素成果物に分解する。

プロジェクト目標を達成するための主要な成果物は何か？
3.　各要素成果物をその構成要素に分解する。

要素成果物は何からできているか？
4.　各構成要素を作成するための活動を洗い出す。

各構成要素を作成するために何をするのか？
5.　すべての成果および活動に WBS コードを付す。

図A6 - 1　WBS概念図

6	-	1	-	2　WBS作成上の注意点
1. 　WBS は上から下へとブレークダウンしていきます。活動を先に考えて、下か

ら上に積み上げていくということはしません。何を生み出すかが先決で、何をや
るかはそれによって決まってくるからです。また、活動を先に考えると、漏れや
抜けが多くなりがちです。漏れや抜け、重複のない WBS を作るためにも、上か
ら下へとブレークダウンしていきます。

2. 　PDM がある場合は、PDM を基本に、PDM をさらに詳細化して作成するとよ
いでしょう。WBS は目的系図に非常に近いものなので、ともすると目的系図を
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修正して WBS にすることを考えがちです。しかし、ほとんどの場合、目的系図
と PDM の間にかなりの異同があるのが普通なので、目的系図をもとに WBS を
作成することは推奨しません。あくまでも、オーソライズされたプロジェクト計
画である PDM をもとに WBS を作成してください。

3. 　C/P や日本人専門家など、実際に現場で活動を行なう当事者が参加して作成す
ることを推奨します。自分たちがこれからやる仕事の洗い出しを人任せにしてよ
いはずがありません。また、この作業を行なうことによって、チームメンバー各
自がプロジェクト全体のなかでの自分の仕事の位置づけを確認する絶好の機会に
なります。また実際問題として、一定以上のレベルの詳細化は普通その作業の担
当者にしかできないものです。

4. 　プロジェクト・マネジメントのための成果と活動も必ず WBS に含めます。プ
ロジェクト・オフィスの立ち上げ、スケジューリング、プロジェクト会計、各種
報告書作成といったマネジメント作業や、モニタリングなどの進捗管理作業など、
プロジェクト・マネジメントはかなりの作業をともないます。当然それには、時
間とコストがかかります。後々のスケジューリングやコスト見積もりにも影響す
るので、プロジェクト・マネジメントのための成果と活動を WBS に明記する必
要があります。

5. 　WBS を作っていると、「どこまで細かく細分化すればいいのか」という疑問に
必ずぶつかります。残念ながら、これには絶対の解答はありません。文献によって、
3 から 4 レベルというものもあれば、4 から 5 レベルというものもあります。また、

「8/80 ルール」（80 時間ルール）ということも言われます。これは、ワークパッケー
ジ・レベルの作業が 8 時間（1 日）かからないのでは詳細すぎるし、80 時間（2 週間）
以上かかるのでは大ざっぱすぎるので、8 時間から 80 時間のあいだのレベルで細
分化するという考え方です。ところが、同じ考え方で、「4/40 ルール」（40 時間ルー
ル）ということも言われます。このように様々な考え方があり、これが絶対とい
うものはありません。抽象的ですが、以下のように考えるのが最も正解に近いと
言えるでしょう。

1）　コスト、所要期間、資源所要量の信頼度の高い見積もりができるレベル。
2）　進捗度測定のベースライン 12 が作成できるレベル。
3）　各作業の責任と権限を明確化できるレベル。

しかし現実的には、WBS のレベルはプロジェクトによって異なり、何のために作
るのか、誰のために作るのかによっても違ってきます。新規性の高い不慣れなプロジェ
クトでは詳しく作る必要があるでしょうし、類似経験の多い手慣れたプロジェクトで

12　 ベースラインとは、スケジュールやコストの計画値を時間軸に展開した計画値の推移のこと。途上国
援助プロジェクトでいわれるベースライン（プロジェクト開始時の現状を示す値）とは概念が異なり
ます。
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あればそれほど詳しくなくてもよいかもしれません。また、作業担当者が自分の作業
を管理するために作るのか、関係機関の上司への報告のために作るのかによっても詳
細度は違ってきます。基本的な考え方として上記の 1) ～ 3）を念頭に置いたうえで、
適宜、判断してレベルを決める、というのが実際の運用になります。

図A6 - 2　系図型WBS
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表 A6 - 1　一覧表型WBS
成　果 活　動

0. プロジェクト実施体制が整っ
ている

0.1　プロジェクトオフィスを兼ねる宿を確保する

0.2　村長と村役場に挨拶と趣旨説明を行なう

0.3　村の集会で村人に趣旨説明する

0.4　村人の食事内容調査と血圧検査を行なう

1. 村人が副食
の重要性を
知っている

1.1 人形芝居が
開催される

1.1.1　人形芝居の場所をさがす

1.1.2　人形芝居の内容を再検討する

1.1.3　リハーサルをする

1.1.4　住民に開催を知らせる

1.1.5　人形芝居を開催する

2. 食材が増え
る

2.1 デモ菜園が
できる

2.1.1　デモ菜園の場所をさがす

2.1.2　デモ菜園の作物をさがす

2.1.3　デモ菜園で栽培を始める

2.2 家庭菜園教
室が開催さ
れる

2.2.1　家庭菜園教室の教材を作成する

2.2.2　住民に開催を知らせる

2.2.3　デモ菜園で家庭菜園教室を開催する

6	-	1	-	3　WBSをもちいたスコープ管理
1. 　WBS に記された活動はプロジェクトが実行しなければならない活動です。逆

に、WBS に書かれていない活動はプロジェクトの仕事ではありません。プロジェ
クトのスコープは WBS に記載するかしないかによって決まってくるのです。

2. 　最新の WBS を各関係者が常に手元に持つことが望まれます。それによって関
係者間のプロジェクト・スコープに関する理解が統一されます。

3. 　WBS に記された活動が中止された、あるいは WBS に記されていない活動を実
施することになった場合は、スコープ変更ということになり、変更管理の対象と
なります。（変更管理については第Ⅱ部「6 - 5　変更管理」参照のこと。）

4. 　情報の視覚化という観点からは、系図型 WBS（図 A6 - 2）の方が一覧表型
WBS（表 A6 - 1）よりも分かりやすく便利です。ただし、すべての活動のブレー
クダウンを一枚の系図にまとめると、系図が大きくなって扱いづらくなります。
全体を系図で示したい場合は、WBS 全体を表す大まかな系図と、アウトプット
ごとの WBS を表す詳細な系図といったように、いくつかのレベルやコンポーネ
ントに分けて作成するとよいでしょう。

5. 　一方、この後のスケジューリングやコスト管理に WBS を使用する場合は、一
覧表型の方が使いやすいので、一覧表型 WBS も作成しておくことを推奨します。
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6	-	1	-	4　WBSの使用例
JICAのプロジェクトで実際にWBSが活用されている例は、まだ多くありませんが、

「ベトナム国カイメップ・チーバイ国際港湾ターミナル建設計画」や「ガーナ国アッパー
ウエスト州基礎的医療器材整備計画」などでは試行的に活用されています。

ここではまずプロジェクト関係者との進捗共有など、マネジメント上、比較的本格
的に WBS を活用している「カイメップ・チーバイ国際港湾ターミナル建設計画」で
の活用例を紹介します。本プロジェクトでは、PDM にまとめられた 5 つのアウトプッ
トそれぞれについて、WBS を作成し、プロジェクトの計画、モニタリングを行って
います。また本プロジェクトは、法人契約型で実施されており、Progress Report を
通じてモニタリング状況をベトナム側 C/P や本部担当者と適宜、共有しています。

図 A6 - 3 は作成された系図型の WBS の一部（アウトプット 5）、表 A6 - 2 は同
WBS に対応する形で作成されているモニタリング表です。両者を併せて用いること
により、それぞれの活動の関係性、成果への道筋、進捗レベルなどが追いやすくなっ
ています。

このように WBS に基づくモニタリングを行なうことにより、指標が達成されない
場合の原因追及や、必要な変更箇所の所在が明確になりやすいといえます。また業務
委託先のコンサルタントと、こうした問題点を明確にするための意見交換を行なうう
えでの共通言語としても活用することができます。

なお WBS によるプロジェクト・マネジメントを行なう際の留意点の 1 つとして、
WBS は現状に合わせて更新されるものであるため、プロジェクトの進捗とともに現
実を計画に近づけようという力学が働き、安易に進捗率が高まっていくことになりか
ねない、という指摘もあります。ここで紹介した「カイメップ・チーバイ」プロジェ
クトでも何度か WBS の内容が変えられていますが、アウトプットや目標を達成する
ために必要となってきた活動を追加するための変更がメインとなっています。特にプ
ロジェクトの進捗に沿ってプロジェクトの姿が明らかになっていくタイプのプロジェ
クト（人々のエンパワメントを重視した案件など）では、頻繁な変更が行われること
もありえますが、アウトプットや目標レベルの変更は慎重に検討し、現状として目標
に達成していないからレベルを下げるといったことが無いように留意する必要があり
ます。
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図 A6 - 3　系図型WBS（ベトナム国カイメップ・チーバイ国際港湾ターミナル建設計画）
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表A6 - 2　WBSに対応したモニタリング表（ベトナム国カイメップ・チーバイ国際港湾ターミナル建設計画）
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次の例は「ガーナ国アッパーウエスト州基礎的医療器材整備計画」で作成された一
覧表型の WBS で、作業の進捗管理に活用された例です。次項 6 - 2 でも示すように、
スケジュール管理、コスト管理、人員管理などといったプロジェクト・マネジメント
は、この一覧表型 WBS に所要時間やコストや必要人員などを付記した表を作成して
行なわれます。WBS が「すべてのプロジェクト・マネジメントの核」といわれるのは、
このような意味においてです。
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表A6 - 3　一覧表型WBS（ガーナ国アッパーウエスト州基礎的医療器材整備計画）
WBS チェック日：2007 年 8月 31日

レベル 1
（成果レベル）

レベル 2（活動レベル） マイルストーン
進捗

チェック
計画値
（月）

実績値
（月）

進捗率 主担当 副担当 結　果

１
．
村
保
健
所
の
医
療
従
事
者
の
技
術
が
向
上
す
る

1-1 医療訓練ニーズに関する調査を行なう

看護教育短期専門家着任 1 1 1 25%
短期
専門家

郡C/P ニーズ調査報告書
調査計画策定 1 1 1 25%
調査終了 1 1 1 25%
調査報告書作成 1 1 1 25%

計 4 4 100％

1-2 カリキュラム・教材を作成する

カリキュラム作成 1 3 3 30％
長期
専門家

郡C/P カリキュラム・教材
教材作成 1 3 3 30％
カリキュラム・教材改訂 2 0 0％
C/Pによる改訂 2 0 0％

計 10 6 60％

1-3 医療訓練講師の育成訓練を行なう
　　（専門家一郡立病院）

郡立病院訓練機材納入 1 1 1 14％
長期
専門家

郡C/P 研修報告書
育成訓練受講者 5名 1 2 2 29％
育成訓練受講者 10名 2 0 0％
育成訓練受講者 15名 2 0 0％

計 7 3 43％

1-4 村保健所医療従事者を訓練する
　　（郡立病院→村保健所）

医療訓練計画策定 1 1 1 8％

郡C/P 村 C/P 医療訓練報告書
医療訓練修了者 30名 4 0 0％
医療訓練修了者 60名 4 0 0％
医療訓練修了者 90名 4 0 0％

計 13 1 8％

1-5 医療訓練修了者を評価する

医療試験問題作成 1 0 0％

郡C/P 村 C/P 医療試験結果
医療試験合格率 70％ 1 0 0％
医療試験合格率 80％ 1 0 0％
医療試験合格率 90％ 1 0 0％

計 4 0 0％
成果 1　計 38 14 37％

２
．
村
保
健
所
の
施
設
・
機
材
が
整
備
さ
れ
る

2-1 施設改修と機材のニーズ調査を行なう

調査計画作成 1 1 1 25%

郡 C/P 村 C/P ニーズ調査報告書
村保健所 10村調査修了 1 1 1 25%
村保健所 20村調査修了 1 1 1 25%
村保健所 30村調査修了 1 0 0％

計 4 3 75％

2-2 施設を改修する

施設改修計画策定 1 1 1 13％

村C/P 郡 C/P 施設改修報告書
改修用資機材納入 1 1 1 13％
施設改修済保健所 15村 1 3 3 38％
施設改修済保健所 30村 3 0 0％

計 8 5 63％

2-3 機材を調達・設置する

医療機材申請 1 1 1 13％
業務
調査員

郡C/P 機材設置報告書
医療機材納入 1 0 0％
機材設置村保健所 15村 3 0 0％
機材設置村保健所 30村 3 0 0％

計 8 1 13％

2-4 機材の管理マニュアルを作成する

機材短期専門家着任 1 1 1 17％
短期
専門家

郡C/P 管理マニュアル
マニュアル作成開始 1 0 0％
マニュアル完成 2 0 0％
マニュアル改訂 2 0 0％

計 6 1 17％

2-5 機材管理の訓練を行なう

訓練計画策定 1 0 0％ 短期
専門家
↓

郡C/P

郡 C/P
↓

村C/P
機材管理訓練報告書

郡立病院 3名訓練修了 2 0 0％
村保健所 15村訓練修了 3 0 0％
村保健所 30村訓練修了 3 0 0％

計 9 0 0％
成果 2　計 35 10 29％

３
．
巡
回
指
導
チ
ー
ム
の
能
力
が
向
上
す
る

3-1 巡回指導に関する現状調査を行なう

巡回指導短期専門家着任 1 1 1 25％
短期
専門家

郡C/P 現状調査報告書
巡回指導調査計画策定 1 1 1 25％
巡回指導の同行調査実施 1 1 1 25％
調査報告書作成 1 1 1 25％

計 4 4 100

3-2 巡回指導マニュアルを作成する

マニュアル作成開始 1 1 1 25％
短期
専門家

郡C/P 巡回指導マニュアル
マニュアル完成 1 1 1 25％
マニュアル改訂 1 0 0％
C/Pによるマニュアル改訂 1 0 0％

計 4 2 50％

3-3 巡回指導チームへの訓練を行なう

巡回指導訓練計画策定 1 1 1 14％
短期
専門家

郡C/P 巡回指導訓練報告書
1チーム 3名訓練修了 1 2 2 29％
2チーム 6名訓練修了 2 0 0％
3チーム 9名訓練修了 2 0 0％

計 7 3 43％

3-4 巡回指導を実施する

巡回指導用車両納入 1 1 1 5％

郡C/P
短期
専門家

巡回指導記録
巡回指導実施 3ヶ月 10村 5 0 0％
巡回指導実施 3ヶ月 20村 5 0 0％
巡回指導実施 3ヶ月 30村 10 0 0％

計 21 1 5％

3-5 巡回指導チームを評価する

能力評価基準設定 1 1 1 25％
長期
専門家

郡C/P 能力評価結果
能力評価基準 2達成 1 0 0％
能力評価基準 3達成 1 0 0％
能力評価基準 4達成 1 0 0％

計 4 1 25％
成果 3　計 40 11 28％
全体　計 113 35 31％
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6 - 2　スケジュール管理 

WBS でプロジェクトが行なうすべての作業が洗い出されたら、次に、それにもと
づいてプロジェクトのスケジュールを作成します。

6	-	2	-	1　スケジューリングの手順
1.　WBS に示された各作業を行なうのに必要な人員と資機材を洗い出す。
2.　 それらの人員と資機材によって作業を行なった場合の、各作業の所要期間を見

積もる。
3.　WBS に示された各作業の前後関係を確認し、作業順序を決定する。
4.　作業順序と所要期間をもとにスケジュールを作成する。

1. 　はじめに人員と資機材を洗い出すのは、誰が何を使って作業をするかによって
各作業に要する時間が変わってくるからです。技術力や経験のある人が高性能の
機材を使って作業に当たるのと、そうでないのとでは、当然、所要時間に大きな
差が出てきます。先にスケジュールを決めてから要員を割り振るということがな
されがちですが、それは順序が逆です。人員と資機材がおおよそ決まったら、一
覧表型の WBS に追記します。

表A6 - 4　人員と資機材一覧　（一覧表型WBS）
成　果 ワークパッケージ 責任者 作業員 資機材

0. プロジェクト実
施体制が整って
いる

0.1　 プロジェクトオフィスを兼ねる
宿を確保する

山本 山本、伊藤、渡辺 −

0.2　 村長と村役場に挨拶と趣旨説明
を行なう

〃 全員 趣意書（現地語）

0.3　 村の集会で村人に趣旨説明する 〃 全員 趣意書（現地語）

0.4　 村人の食事内容調査と血圧検査
を行なう

〃 全員 調査票、血圧計

1.
 村人が副
食の重要
性を知っ
ている

1.1
 人形芝
居が開
催され
る

1.1.1　人形芝居の場所をさがす 佐藤 佐藤、鈴木、高橋 −

1.1.2　人形芝居の内容を再検討する 〃 全員 裁縫道具

1.1.3　リハーサルをする 〃 全員 人形他一式

1.1.4　住民に開催を知らせる 〃 佐藤、鈴木、高橋 ビラ（現地語）

1.1.5　人形芝居を開催する 〃 全員 人形他一式

（2、3、4は省略）
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2. 　誰が何を使ってそれぞれの作業を行なうかが決まったら、次に、個々の作業の
所要期間を見積もります。表 A6 - 5 の例で、「工数（人日）」となっているのは、
ある作業をひとりで行なった場合にかかる正味の作業時間です。それに対して、

「所要期間（日）」となっているのは、工数をそれにかかる人数で割った、実際に
この作業に要する時間です。

表A6 - 5　工数と所要期間一覧　（一覧表型WBS）

成果 ワークパッケージ 責任者 作業員
工数

(人日)
所要期間
（日）

0. プロジェクト
実施体制が整っ
ている

0.1　 プロジェクトオフィスを兼ねる宿を
確保する

山本 山本、伊藤、渡辺 2 2

0.2　 村長と村役場に挨拶と趣旨説明を行
なう

〃 全員 1 1

0.3　 村の集会で村人に趣旨説明する 〃 全員 2 2

0.4　 村人の食事内容調査と血圧検査を行
なう

〃 全員 18 6

1.
村人が副
食の重要
性を知っ
ている

1.1
人形芝
居が開
催され 
る

1.1.1　人形芝居の場所をさがす 佐藤 佐藤、鈴木、高橋 2 2

1.1.2　 人形芝居の内容を再検討する 〃 全員 4 4

1.1.3　リハーサルをする 〃 全員 2 2

1.1.4　住民に開催を知らせる 〃 佐藤、鈴木、高橋 5 2

1.1.5　人形芝居を開催する 〃 全員 1 1

（2、3、4は省略）

3. 　個々の作業の所要期間が求められたら、次に作業の順序を決めます。それぞれ
の作業には、ある作業が完了しないと始められないという「前後関係」や、ある
作業と平行して進められるという「平行関係」があります。先の一覧表型 WBS
に「先行作業」の欄を追加し、それぞれの作業の先行作業を書き込んでゆくこと
によって、この前後関係と平行関係を整理します。
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表 A6 - 6　先行作業一覧　（一覧表型WBS）

成果 ワークパッケージ 責任者 作業員
工数

(人日)
所要期間
（日）

先行
作業

0. プロジェク
ト実施体制が
整っている

0.1　 プロジェクトオフィスを兼ねる
宿を確保する

山本 山本、伊藤、渡辺 2 2 Start

0.2　 村長と村役場に挨拶と趣旨説明
を行なう

〃 全員 1 1 0.1

0.3　 村の集会で村人に趣旨説明する 〃 全員 2 2 0.2

0.4　 村人の食事内容調査と血圧検査
を行なう

〃 全員 18 6 0.3

1.
村人が
副食の
重要性
を知っ
ている

1.1
人形芝
居が開
催され 
る

1.1.1　人形芝居の場所をさがす 佐藤 佐藤、鈴木、高橋 2 2 0.3

1.1.2　 人形芝居の内容を再検討する 〃 全員 4 4 0.3

1.1.3　リハーサルをする 〃 全員 2 2
1.1.1
1.1.2

1.1.4　住民に開催を知らせる 〃 佐藤、鈴木、高橋 5 2 1.1.3

1.1.5　人形芝居を開催する 〃 全員 1 1 1.1.4

（2、3、4は省略）

1. 　各作業の前後関係が整理されたら、作業順序と所要期間をもとにスケジュール
を作成します。

表A6 - 7　スケジュール・バーチャート

（2、3、4は省略）
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大きく複雑なスケジュール表を作成する際は、作業順序を図化したネットワーク図
を作成し、それを使ってクリティカル・パスを計算するというプロセスを入れます。
ネットワーク図とクリティカル・パスの計算については本ハンドブックでは割愛しま
す。関心のある方は、プロジェクト・マネジメントの解説書が多数出版されているの
で、それらを参照してください。

6 - 3　予算管理 

6	-	3	-	1　活動基準予算
プロジェクトの予算管理には、活動基準予算（Activity Based Budgeting: ABB）

方式をもちいることが望まれます。
従来の予算方式では、人件費、機材費、消耗品費などといった勘定科目ごとにまと

められるため、プロジェクトの個々の活動や成果にいくらの予算が必要で、個々の活
動ですでにいくらの支出があったのかが把握できません。そのため、活動ごとの予算
の計画、調整、目標管理が行えない、現場での予算管理の実情とも整合しないなどの
不都合が生じます。そのため、プロジェクトにおいては、個々の活動に要する予算を
ボトムアップ式に積み上げて計算する活動基準予算方式をもちいることが望まれま
す。
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表 A6 - 8　伝統的予算管理と活動基準予算管理

伝統的予算管理
（千円）

勘定科目 予　算 実　績 差　異
人件費 25,000 23,500 1,500
資材費 14,500 17,000 ▲ 2,500
交通費 5,000 5,000 0
消耗品費 2,000 1,500 500
合計 46,500 47,000 ▲ 500

活動基準予算管理
（千円）

予　算 実　績 差　異
人件費 10,000 9,500 500
資材費 7,500 7,500 0
交通費 2,000 2,000 0
消耗品費 1,000 500 500

活動 1 - 1 25,000 19,500 1,000
人件費 8,000 8,000 0
資材費 4,500 6,000 ▲ 1,500
交通費 1,500 1,500 0
消耗品費 500 500 0

活動 1 - 2 14,500 16,000 ▲ 1,500
人件費 7,000 6,000 1,000
資材費 2,500 3,500 ▲ 1,000
交通費 1,500 1,500 0
消耗品費 500 500 0

活動 1 - 3 11,500 11,500 0
成果 1 46,500 47,000 ▲ 500

具体的には、WBS に示された個々の活動ごとに予算を見積もり、それらを集計し
て成果ごとの予算を算出します。
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表A6 - 9　経費一覧　（一覧表型WBS）

成果 ワークパッケージ 責任者 作業員
所要期間
（日）

資機材
経費

（千円）
0. プロジェクト
実施体制が整っ
ている

0.1　 プロジェクトオフィスを
兼ねる宿を確保する

山本 山本、伊藤、渡辺 2 − 800

0.2　 村長と村役場に挨拶と趣
旨説明を行なう

〃 全員 1
趣意書

（現地語）
10

0.3　 村の集会で村人に趣旨説
明する

〃 全員 2
趣意書

（現地語）
2

0.4　 村人の食事内容調査と血
圧検査を行なう

〃 全員 6
調査票、
血圧計

35

1.
村人が副
食の重要
性を知っ
ている

1.1
人形芝
居が開
催され
る

1.1.1　 人形芝居の場所をさがす 佐藤 佐藤、鈴木、高橋 2 − 20
1.1.2　 人形芝居の内容を再検討

する
〃 全員 4 裁縫道具 0

1.1.3　リハーサルをする 〃 全員 2
人形
他一式

0

1.1.4　住民に開催を知らせる 〃 佐藤、鈴木、高橋 2
ビラ

（現地語）
2

1.1.5　人形芝居を開催する 〃 全員 1
人形
他一式

30

実は、表 A6 - 9 を見ると分かるように、プロジェクトの現場はすでにこのような
活動ベースの予算管理をしています。現場は活動を実行するのがおもな仕事なので、
放っておいても活動ベースになるのが普通なのです。全組織的な活動基準予算の導
入を難しくしているのは、通常、現場ではなく、管理にあたっている母体組織です。
JICA の場合も、本格的に活動基準予算を導入するには、JICA 本部や相手国 C/P 機
関の組織全体の予算体系が活動基準予算になっている必要があります。しかし、現状
では、従来の勘定科目ごとの予算システムが踏襲されています。そのため、ここでは
活動基準予算の考え方を紹介しますが、その実行を要求するものではありません。

6	-	3	-	2　キャッシュフローの管理
活動に要する現地業務費等は、支払い時期に応じてスケジュール・バーチャート上

に経費を振り分けていくことによって、お金の出入り（キャッシュフロー）が視覚化
され、経費管理を計画的に行なうことができます。
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表 A6 - 10　キャッシュフロー表



187

参考文献

参考文献 

CD
国際 協力機構（JICA）　国際協力総合研修所（2006）『キャパシティ・ディベロップメント（CD）

〜 CD とは何か、JICA で CD をどう捉え、JICA 事業の改善にどう活かすか〜』
―― ―（2004）『開発途上国廃棄物分野のキャパシティ・ディベロップメント支援のために』

人間の安全保障
人間の安全保障委員会（2003）『安全保障の今日的課題』朝日出版社

プログラム ･マネジメント
小原 重信（2003a）『P2M プロジェクト＆プログラムマネジメント標準ガイドブック 上巻プロ

グラムマネジメント編』PHP 研究所
―― ―（2003b）『P2M プロジェクト＆プログラムマネジメント標準ガイドブック 下巻個別マ

ネジメント編』PHP 研究所
―― ―（2002）『P2M 入門』H&I
Project Management Institute（PMI）（2006）The Standard for Program Management

プロジェクト・マネジメント一般
Turner, Rodney J.（1999）The Handbook of Project-Based Management Second Edition, 

McGraw Hill
Dragan Z. Milosevic（2003）Project Management Tool Box, Tools and Techniques for the 

Practicing Project Manager, John Wiley & Sons, Inc.
Westland, J.（2006）The Project Management Life Cycle, A complete step-by-step methodology 

for initiating, planning, executing & closing a project successfully, Kogan Page
トム・デマルコ（2001）『ゆとりの法則』日経 BP 社
DIA MOND ハーバード・ビジネス・レビュー編集部（1991）『いかに「プロジェクト」を成功

させるか』ダイヤモンド社
中嶋 秀隆（2004）『PM プロジェクト・マネジメント 改訂 2 版』日本能率協会マネジメントセ

ンター
サニ ー・ベーカー、キム・ベーカー、G マイケル・キャンベル（2005）『世界一わかりやすいプロジェ

クト・マネジメント』総合法令
キム ・ヘルドマン（2004）『早分かりプロジェクトマネジメント』コンピュータ・エージ社
長尾清一（2003）『先制型プロジェクト・マネジメント』ダイヤモンド社
岡村正司（2003）『徹底解説プロジェクトマネジメント』日経 BP 社
好川哲人（2003）『プロジェクトマネージャーが成功する法則』技術評論社
Burke, R. （2003）Project Management Planning & Control Techniques Fourth Edition, Burke 

Publishing
ジョ リオン・ハローズ（2005）『プロジェクトマネジメント・オフィス・ツールキット』テクノ



188

事業マネジメントハンドブック

PMBOK
PMI（2004）『プロジェクトマネジメント知識体系ガイド第 3 版（PMBOK ガイド）』
Project Management Institute（PMI）（2004）A Guide to the Project Management Body of 

Knowledge Third Edition（PMBOK Guide）

WBS
グレゴリー ･ ホーガン（2005）『実務で役立つ WBS 入門』翔泳社

リスク・マネジメント
ポー ル・S・ロイヤー（2002）『プロジェクト・リスクマネジメント』生産性出版
トム・デマルコ／ティモシー・リスター（2003）『熊とワルツを』日経 BP 社
プレ ストン・Ｇ・スミス、ガイ・Ｍ・メリット（2003）『実践・リスクマネジメント　製品開

発の不確実性をコントロールする 5 つのステップ』生産性出版

会議運営（コミュニケーション・マネジメント）
マイ ケル・ドイル＆デイヴィッド・ストラウス（2003）『会議が絶対うまくいく法』日本経済

新聞社

チーム育成（人的資源マネジメント）
デイ ヴィッド・ストラウス（2004）『チームが絶対うまくいく法』日本経済新聞社

PCM
財団 法人国際開発高等教育機構（FASID）（2004）『Project Cycle Management, 開発援助のた

めのプロジェクト ･ サイクル ･ マネジメント　参加型計画編』
―― ―（2006）『Project Cycle Management, 開発援助のためのプロジェクト ･ サイクル ･ マ

ネジメント　モニタリング ･ 評価編』

プロジェクト評価
独立 行政法人国際協力機構　企画・評価部評価監理室編（2004）『プロジェクト評価の実践的

手法　JICA 事業評価ガイドライン改訂版』国際協力出版会

SWOT
龍慶昭、佐々木亮（2002）『戦略策定の理論と技法』多賀出版

KJ 法
川喜田二郎（1967）『発想法』中公新書
―― ―（1970）『続 発想法』中公新書



189

参考文献

システム思考
枝廣 淳子、小田理一郎（2007）『なぜあの人の解決策はいつもうまくいくのか？』東洋経済新

報社
バー ジア・アンダーソン、ローレン・ジョンソン（2001）『システム・シンキング』日本能率

協会マネジメントセンター
ダニ エル ･ キム、バージア・アンダーソン（2002）『システム・シンキング　トレーニングブッ

ク』日本能率協会マネジメントセンター
ピー ター ･ センゲ（1995）『最強組織の法則　新時代のチームワークとは何か』徳間書店

バランス ･スコアカード
小原 重信、浅田孝幸、鈴木研一（2004）『プロジェクト・バランス・スコアカード』生産性出

版



190

事業マネジメントハンドブック

研究会タスクフォース
 
アドバイザー
　　神田　道男 上級審議役
　　不破　雅実 社会開発部　管理グループ　グループ長
研究会タスク  
テーマ１・２共通
　　牧野　耕司  企画・調整部　企画グループ　事業企画チーム　チーム長（テーマ 2 第

3 回まで）
　　村上　裕道  企画・調整部　企画グループ　事業企画チーム　チーム長（テーマ 1 第

3 回からテーマ 1 第 7 回まで）
　　渡邉　　健  企画・調整部　企画グループ　事業企画チーム　チーム長（合同研究会

から）
　　竹原　成悦 企画・調整部　企画グループ　事業企画チーム（合同研究会まで）
　　橘　　秀治 企画・調整部　企画グループ　事業企画チーム（合同研究会から）
　　中村　　明 社会開発部　第二グループ　グループ長
　テーマ１
　　萱島　信子 人間開発部第一グループ　グループ長（第 1 回）
　　山本　将史 企画・調整部　事業評価グループ　評価企画チーム
　　米田　一弘 アジア第一部次長・第一グループ　グループ長（第 1 回）
　　加藤　正明 アフリカ部　次長
　　池田　修一 ラオス事務所　次長（第 1 回）
　　本田　俊一郎 タンザニア事務所　企画調査員
　テーマ２
　　北中　真人 企画・調整部　事業調整グループ　グループ長
　　小早川　徹  企画・調整部　事業評価グループ　評価企画チーム（第 3 回まで）
　　植木　雅浩  企画・調整部　事業評価グループ　評価企画チーム（第 4 回から）
　　勝田　幸秀 地球環境部　第一グループ　グループ長（第 6 回まで）
　　坂田　章吉 地球環境部　第三グループ　グループ長
　　永石　雅史  地球環境部　第三グループ　防災チーム　チーム長（第 3 回まで）
　　宮崎　　桂 人間開発部　管理グループ　管理チーム　チーム長
コンサルタント
　　岡田　尚美 国際開発高等教育機構
　　濱田　真由美 国際開発高等教育機構
　　清水　　研 ビコーズ　インスチチュート株式会社
　　大迫　正弘 有限会社　ネフカ
研究会事務局
　　桑島　京子  国総研　調査研究グループ　グループ長（〜 2006 年 7 月）
　　三輪　徳子 国総研　調査研究グループ　調査役（2006 年 10 月～）
　　武　　　徹 国総研　調査研究グループ　援助手法チーム 　チーム長
　　伊藤　幸代  国総研　調査研究グループ　援助手法チーム（～ 2007 年 4 月）
　　畠中　道子  国総研　調査研究グループ　援助手法チーム（2007 年 5 月～）
　　山本　靖子  国総研　調査研究グループ　援助手法チーム JICE 研究員（～ 2006 年 3

月）
　　鈴木　さつき  国総研　調査研究グループ　援助手法チーム JICE 研究員（～ 2007 年 3

月）
　　三木　里佳子  国総研　調査研究グループ 援助手法チーム JICE 研究員（2007 年 3 月～）
※所属は 2007 年 9 月現在
※人事異動などによりタスクを離れた場合には、その時点での所属を示す。
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『事業マネジメントのあり方』研究会　実施実績

テーマ１　　開発目標達成のための事業の戦略性強化

開催日 内容

第１回 2006 年 6 月 28 日 他ドナーによる「戦略的取り組み」の経験

第 2 回 2006 年 10 月 11 日 「バングラデシュ基礎教育の質の向上」プログラムの
報告から

第 3 回 2006 年 11 月 8 日 「ガーナ国アッパーウエスト州健康の輪」プログラム
の報告から

第 4 回 2006 年 11 月 29 日 「タンザニアにおけるプログラム策定・運営の試み」

第 5 回 2006 年 12 月 19 日 「南スラウェシ州地域開発支援プログラム」事業形成・
実施上の工夫と課題

第 6 回 2006 年 12 月 27 日 ハンドブック（テーマ 1）項目検討

第 7 回 2007 年 4 月 20 日 ハンドブック（テーマ 1）ドラフト検討

テーマ２　　プロジェクトマネジメントのあり方

開催日 内容

第１回 2006 年 3 月 15 日 近年の事業マネジメントを取り巻く環境と課題、テー
マ 2 における事例分析についての意見交換

第 2 回 2006 年 4 月 13 日 演習教材「開発援助のマネジメントについて考える」
報告、意見交換

第 3 回 2006 年 5 月 31 日 「セネガル総合村落林業開発計画（PRODEFI）第１
フェーズ」事例分析、意見交換

第 4 回 2006 年 10 月 25 日 「エチオピア国アレムガナ道路建設機械訓練センター
プロジェクト」報告、意見交換

第 5 回 2006 年 12 月 5 日 ハンドブックの全体像とテーマ 2 概要検討

第 6 回 2007 年 3 月 26 日 ハンドブック（テーマ 2）ドラフト検討

テーマ 1・テーマ 2合同研究会

開催日 内容
2007 年 9 月 7 日 事業マネジメントハンドブック最終確認
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